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1.自 由主義の制限 と解放
歴 史家,エ リック ・ホブ ズボームは,「破 局の時代」,「黄金 時代」,「危機 の
二十数年」 という局面 を経て きた二十世紀 を 「極 端な時代」 と特徴付 け,世 紀
転換点の現在 に立ち,次 の ように述べている。
「マル クスの言 う 『資本 主義 の矛盾』 を克服 し,少 な くともそれ を軽減 して
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い く二つの主要 な計画は,社 会主義 と改 良主義 経済管理 と福祉 国家 に
よって社 会 的不満 を緩 和 す る計 画 だ った。 その両 者 は,そ れ が1917年か ら
1960年代 にかけて導入 された形態 において は,と もに失敗 し,今 日で は少 な
くとも拒否 されて いる。 人類の諸 問題 を管理 ない し改善 してい くための説得力
のあ る代案の計画が ない とすれば,未 来の地球の見通 しは不確実であるとす る
態度は,『短い 二十世紀』 の終 わ りにあって世 界 を観察 している人々の態度 と
して は,安 易 な楽観論 よ りも不合理 で はないだろ う」(Hobsbaum1994,訳上
巻P.iv)。
世界経済 に視野 を広 げて もホブズボームの見方は正 しい。資本主義の矛盾 を
克服 し緩和 するための計画 は世 界経済において も立て られた。国際貿易の領域
で は,よ り広範 な社 会的 ・政治的 目的 を達成す るため に,既 に1870年代 よ り
介入主義的政策が採 られていたが,国 際金融の領域 では,自 由主義的伝統が長
らく支配 した。金融的 自由主義 は,1930年代 に金 融恐 慌が勃 発 し大不況 が到
来 して初めて放棄 された。そ して,第 二次世 界大戦後 の世 界経済 の再建 の 中
で,「国際金融の分野か ら民間の利益優 先の原則 を排 除 し,国 民 に対 して説明
責任 のない国際金融資本 を しっか りと国家の管理 ドに置 くこと」(モー ゲ ン ソー
の トル ーマ ン大 統 領宛 の 公開書簡,Trepp2000,訳p.235より引用)を 目的 と
した国際金融秩 序 を形 成す る こ とが計 画 された。第二次世 界大戦 後は,1930
年代 の経験 か ら,経 常取引 に関 しては通貨の交換性 を維持す ることを義務付け
るが,国 際資本移動につ いてはこれを統制 した制 限的国際金融秩序が形成 され
た。 さらに,経 常取 引 に関す る通貨 の交換 性 の回復 につ いて も,1947年にポ
ン ドの非居住者経常勘定の交換性 回復が失敗 してか らは,ア メリカは,戦 後復
興 の途 上にある諸国に急速 な通貨の交換性回復 を求め ることを しなかった。銀
行家 と,モ ーゲ ンソーが去 ってか らとい うもの 自由主義 的思想が支配する よう
になった財務省 を中心 とす るグルー プ と,ケ イ ンズ主義の影響力 の強 い国務
省,経 済協力局(EconomicCooperationAdministration:ECA)を中心 とす るグ
ループは交換性 回復の問題 について ことごと く対立 した。前者 は急 速な交換性
回復 を主張 し,後 者は漸進 的 な交換性 回復 を主張 した。前者 の主張 す る よう
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に,厳 しい安定化政策の実施 を強制すれば交換性 の回復 を早急 に実現す るこ と
がで きる。 しか し,そ れは生活水準の低下 を招 き,政 治的不安定 をもた らし,
西欧諸国 との協力関係 を脅かす。他 方,後 者の ように国家的 ・戦略的見地 に立
つ な らば,通 貨の交換性 回復 は最優 先事項ではな く,十 分な復興,経 済成長 を
達成 した後 に実行 される第二 義的 問題 となる。相反 す る主張 を展 開す る両 グ
ループの 角逐 の末,1954年の ラ ン ドール委員会 に よって,通 貨の交換性 回復
は漸進的に実現 し,そ の時期 は銀 行家グループではな く西欧諸国政府の決定に
委ね ることが,ア メ リカの基本政策 として決定 されたm。 言い換 えれば,ア メ
リカは金融的利害,国 際資本の利害 よ りも産業的利害,国 家的利害 を優先 した。
また,ア メ リカはs欧 州決済同盟(EuropeanPaymentsUnion:EPU)枠外
で単独で 早急 に交換性 を回復 しようとす るイギ リスの試み に も強 く反対 した。
そ して,金 融 資本 の利 害か ら一・刻 も速 い交換 性 同復 を実現 すべ く単独行 動 を
採 っていた イギ リスも}EPUの 一員 である ことを受 け入れ,EPU枠 内で段 階
的 に交換性 の回復 を図 った。1951年の全面集 中制 か ら持 高集 中制へ の移行,
1953年の イギ リス を含む8力 国(イ ギ リス,フ ラ ンス,西 ドイツ,オ ラ ン
ダ,ベ ル ギ ーfデ ンマ ー ク,ス ウ ェ ー デ ン,ス イ ス の8力 国。後 に,ノ ル
ウェー,イ タリアTオ ー ス トリアが遅れて参加)と の問での多角的裁定取引 に
関す る協 定の締結,1954年の ロ ン ドン金 市場の再 開を経 て,1955年には イギ
リスは,為 替 平衡勘定 を用いてニュー ヨーク,チ ュー リッヒの為替市場 に介入
し,振 替可能ポ ン ドの相場 を平価の上下1%以 内 に維持 した。その結果 ポ ン
ドは 「事実上の交換性」 を獲得す る。 しか し,同 年,イ ギ リスはポ ン ドの交換
性 回復 を延期す ることを発表 し,こ れに よ り,早 期 に交換性 を回復す るか否か
の議論 に終 止符が打 たれた。 イギ リスのこの決定はイ ングラン ド銀行 か らの反
対 を受けるが,ア メリカによって強 く支持 された。そ して,西 欧諸国が,足 並
を揃 えて 正式 に交換性 を回復 したの は,国 際収 支が好転 し,投 機的資本移動に
対す るバ ッフ ァ 一ーと して あ る程 度 十 分 な 外 貨 準 備 を蓄積 した1958年であ っ
た。 アメリカは急性 な自由化 を強制 しなか った とい う意味で 「寛容な覇権国」
として行動 したのであ り.そ の背後 には,体 制的安定のためには西欧諸国 との
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協力 を不可欠 とした冷戦体制があ った ことは言 うまで もない。
さらに,社 会主義の影響力は,自 由主義 を制限す るための もう一一つの試み に
も力 を与 えた。す なわち,開 発途上国は,東 西冷戦 を利用 し,自 由貿易主義 を
制限す るための諸要求 を実現 して新国際経済秩序 を樹立するこ とを目指 した。
戦後世 界経済においては,自 由主義 を確立す ると同時 にこれを制 限すべ きこと
は一種 の公理であった。
しか し,1970/80年代 の経 済危 機の中で,自 由主義 を制 限す るための これ
らの計画は有効性 を失い,産 業的利害 に対 して金融的利害が,国 家的利害に対
して国際資本の利害が優位 を占め,そ の先頭 に立つア メリカ,イ ギ リスを中心
とす る先進諸 国 と国際機関は極端 な 自由主義 を採用 した。そ して戦後期の 「寛
容 な」態度 とは正反対 に,経 済危機に陥った開発途上国に対 して さえ も,剥 き
出 しの 自由主義 を押 し付 けた。その結果,市 場 メカニズムの作 用圏域 は飛躍的
に拡大 し,そ の強度 も高 ま り,グ ローバ リゼー シ ョンといわれ る事態が出現 し
た。 しか し,グ ローバ リゼー シ ョンとは経済の開放度の問題ではない。 また,
それは戦後期の,ま してや19世 紀の 自由主義 の延長上 に位置付 け られる もの
で もない。その根底 には戦後世界経済体制の構1造変化がある。
グローバ リゼーシ ョンとい う言葉 を 一般 化 させ るほ どの市場 メカニ ズムの世
界的規模での浸透 は,裏 面で貧困の世界化 を もた らしなが ら(L1,さらに,そ の
r__部構造で は,GATT/WTO,oECD,IMF等の 国際機 関 を通 じて,開 発途 ヒ
国 も含め世界経済 をよ り自由主義的で多角的なシステムへ と造 りかえる動 きを
生み 出 した。そ して,多 角 主義(multilateralism)の規律が拡 大 ・強化 され る
の と並行 して,グ ローバ リゼ ー シ ョンとい う同 じ土 台 のLで,1990年 代 以
降,地 域 主義(regionalism)が再 び台頭 してい る。 こ こで.地 域 主義 とは,
多角主義 と対 立する,自 由貿易地域,関 税同盟等の地域経済統合 を実行す るこ
とであ り,貿 易,投 資等が特 定の地域 に集 中す る ことを意味す る地域化(re-
gionalization)とは区別 される概念 である。多角主義 とは 「無差 別原則(無 条
件最恵国待遇)に 基づ く自由化」であ り,地 域 主義 とは 「域外差別 に基づ く域
内 自由化」である。両者 はともに自由化 を進 める方式 であ り,市 場 メカニズム
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をを前提 とする点で共通する。両者の相違は自由化の利益を均露する範囲の違
いにある。1970/80年代の経済危機の中で,戦 後世界経済に構造化 された 自
由主義を制限するための計画が挫折 し,市場メカニズが世界経済により強力に
貫徹す るようになったことが,1990年代に多角主義が拡大 ・強化 され,同 時
に地域主義が台頭する必要条件を整えた。
グローバリゼーションという世界経済の新 しい在り方のr_で多角主義の規律
が拡大 ・強化されるの と並行 して地域主義が興隆 している。本稿では,現 代世
界経済の構造的特徴をこのように捉えたい。そのうえで,ま ず,資 本主義の歴
史を通 じて,最 善の政策である自由貿易,多 角主義と比較 して次善の政策とさ
れる地域 書義 が多角主義 と肩を並べて実行されている現実を確認する。次に,
「グローバリゼー ションという土台の上での多角主義 と地域 主義の 並行的進
行」 という現代世界経済の構造を,戦 後世界経済体制の解体と再編の結果 とし
て捉える。
2.多 角主義 と地域主義
産業革命以 来の世 界経 済の歴 史は,1914年に始 まる,二 度の世 界 大戦 と大
恐 慌 を含 む 「第 二の 三f一年 戦 争 」(チャーチ ル),正 確 に は 「三 十 ・年 戦 争
(1914～1945年)」に よる中断の時期 を除 いて,ま す ます拡 大す る国際商 品交
換 と国際資本移動 に よって,一 ・層精巧 で複雑な世 界的分業体制が形成 されてい
く過程であった。外 国貿易に よる労働節約の利益 とは区別 される,世 界市場 に
お ける資本 主義の ダイナ ミズムの もた らす効果をNJ,S.ミ ルが 「外 国貿 易の
知的道徳的効果」 という概念 によって捉 え}通 商が未開人を文明化す る役割 を
果たす こと,国 際貿易の拡大が世界平和 を保障す る手段 となることを称揚 した
のに対 して,マ ル クスは 「文明化」が破壊 である ことを暴露す ることを忘れな
か っだ ㌔ 世界的分 業体制 の形 成過程 は,「資 本の 立場 か ら見れ ば,い ず れ も
生産諸力 に とっての栓桔 として現 われる」「資本 に先行す る生産諸段 階」(Gr.
S.32?)を解 体 してい く過程 であ った。「資本 はこの よ うな 自己の傾 向 に従 っ
てt自 然の神化 を乗 り越 えて突 き進 むの と同様 にTも ろ もろの民族的 な制限お
68商 経 論 叢 第37巻 第2号
よび偏見 を乗 り越 え,既 存の諸欲求の,0定 の限界内に自足的 に閉 じこめ られ
ていた,伝 来の充足 と,古 い生産様式の再生産 とを乗 り越 えて突 き進 む。資本
は,こ れ らい っさい にたい して破壊的であ り,た えず革命 をもた らす ものであ
り,生 産諸力の発展,諸 欲求の拡大,生 産の多様性,自 然諸力 と精神諸力の開
発利用な らびに交換 を妨げるような,い っさいの制限を取 り払 ってい くもので
ある」(Gr.S.322)。19世紀の理論家 によ り 「外 国貿易の知的道徳的効果」,「資
本 の偉大 な文 明化作用」(Gr.S.322)等の概念 に よって認識 された,世 界市 場
に向かっての 「資本の普遍的傾 向」(Gr.S.323)は,20世紀 におい ては,か つ
ては 「国際化」 と呼 ばれていたが,現 在で はその規模 の大 きさと衝撃の強 さを
強調 して 「地球化(グ ローバ リゼー シ ョン)」といわれる。
しか し,「流通 の生産的起 点 とな るすべ ての地点で,こ れ らの地点 を 自己に
同化 させ ようとす る」 「資本の布教的傾向」(Gr.S.440)が最 も発揮 された 自由
貿易の全盛期 において も,貿 易 と投資の拡大,非 資本 主義あるいは開発途上国
の世界市場へ の統合 は,そ れ に比例 して,通 商関係 を多角主義へ と一元化 して
い ったので は必ず しもない。
多角主義 とは 「無差別原則 に基づ く自由化」であ り,自 由貿易主義 は次の点
でこの ような通商関係 を前提 としている。第一 に,無 条件最恵国待遇は,一一締
約 国が第三 国に恩恵 を与 えれば,そ の恩恵 を自動的 に他 の締約国に均 露す る機
能を果た し,そ れは生産力格差の如何 にかかわ らず諸国を平等に扱 うことを意
味す る。第二 に,無 条件最恵国待遇が締結 される と,通 商条件は通 商を制 限す
る程度の少ない方 に統 一・され ることが 般 的であるので,そ れは 自由化 を促進
する手段 となる。 これに対 して地域 主義 とは 「域外差別に基づ く域 内自由化」
であ り,そ の典型例は関税同盟で ある。 関税同盟は域外差別 を実施す るため,
資源配分の効率性では 自由貿易 に及 ばない。 この ことか ら,自 由貿 易が最善の
政策であ り,関 税 同盟は次善の政策である とされる。 この ような序列付 けは,
既 に形成 されている自由貿易 と関税 同盟 を前提 とした うえで,厚 生 とい う観点
か ら両者 を比較 した ものである。




形成である。 自由化の利益その ものの創出 という観点か らみる と,地域主義
は,交 渉参加国が限定されるため,自 由化への合意形成を容易にし,他 方,多
角主義への固執は自由化交渉を困難にする。 また,行 き過 ぎた自由化は極端な
保護主義同様,世 界経済を不安定化する。したがって,厚 生において劣る地域
主義 も存在意義を持 ち,逆 に,厚 生において優 る自由貿易が否定される場合も
ある。自由貿易を理論化 した古典派は,同 時に,ヴ ァイナーによる関税同盟の
理論的研究(1950年)にはるかに先立って,特 恵の経済的効果について も正
しい認識に達 してお り,歴 史的にみても,地域主義の歴史は多角主義の歴史よ
り旧 く,多角 孟義が制度化 された第二次世界大戦後において も,地域主義は多
角主義 と同等の強度で存続 してきた。本節では,19世紀,】930年代,第 　二次
世界大戦後そ して冷戦後の時期を対象として,こ のような事実を確認すること
により,自由貿易,多 角 郵義を最善の政策とし,地域主義を次善の政策 とする
一般論を相対化 したい。
2.1.英仏通商条約(1860年)と自由貿易の興隆





である。植民地貿易の崩壊 によって最 も大 きな打撃を受けたのはイギリスであ
る。貿易の大動脈が切断 された結果,1772/73年か ら1γ80S1年にかけてイ
ギリスの輸出は20%近 く減少 し,北 西ヨーロッパに向けられる輸出の割合は
15%から28%へと ト昇 した。 このような変化により,イ ギリスの関心は欧州
諸国との貿易の拡大を妨げる高い関税障壁に向かった。そ して,無 条件最恵国
待遇が,諸 外国の高い関税障壁を打ち破 るための通商政策 となる。無条件最恵










れる。最恵国待遇が条件付で適用 される限 り,イ ギリスは,関 税交渉におい
て,互 恵的関税引下げを追求するほかなかった。
互恵的関税引下げ交渉は,フ ランス革命 とそれに続 くナポレオン戦争の勃発
による中断を挟んで,1780/90年代,1820/30年代に遂行 されるが,期 待 さ
れた成果を上げることはできなかった(9)。また,1837年恐慌によりイギリスの
貿易は縮小 し,市場拡大を図ることが急務 となった。そこで1840年代になる
とイギリスは一方的自由化に乗 り出した。 …方的自由化とは,関 税を交渉の対
象 とすることを止め,他 国の関税政策の如何にかかわらず,自 らのスケデュー
ルで関税改革を行い,改 定された関税を諸国に無条件に適用するというもので
ある。1842年,45年,46年の関税改革によって関税 は一〇方的 に引 き下げ ら
れ,ま た,一 方的自由化の頂点をなす穀物法の廃止 と航海条例の撤廃がそれぞ
れ1846年s1849年に実現された。このような自由化は一方的に実行 されたも
のであるとはいえ,イ ギリスは自国の一方的関税改革が諸外国を同様の関税改
革へと導 くことを期待 していた。 しか し諸外国にはその用意はなかった。…方
的 自由化が強力な国際競争力を誇るイギ リス産業資本の 自負の表明である以
上,そ れに対抗 しえない諸外国がイギリスの政策に同調することがないのは当
然であった。当時,フ ランスでは産業革命の本格化 に伴い保護主義が強化 さ








を419から48に減 らし,1ガロン当た り5シ リング10ペンスのワインの関税
率を1～2シリングの累進税率へ と改め,ブ ランデーの関税率を30%へと引 き
下げる。フランスはすべての輸入制限を撤廃 し,1860年10月までは最高税率
30%の従量税 を従価税に置 き換 え,そ れ以降は最高税率を25%とする(実 際
にはほとん どの関税率は10～15%に設定された)。また,条 約の有効期 限は
10年とされた。
英仏通商条約の最 も重要 な要素は,1860年11月2日の補足条約第5条 で次
のように無条件最恵国待遇が定め られたことである。「各締約国は,1860年1
月23日の条約 に明記された財であるか否かにかかわ らず,そ の輸入に関 し
て,一 方の国が第三国に与えるあ らゆる恩恵,特 権,あ るいは関税引下げの利
益を相手国に与えることを約束する。」イギリスは関税の自主的引下げない し
大幅引下げを実行 したため,与 えられる利益の対価として提供すべ きものを十
分にもたず,し たがって,相 手国が第三国に有償で与えた利益は同等の対価を
提供 しなければ自国に与えられないという条件付最恵国待遇によっては利益を
獲得できない可能性があった。 この ような状況に置かれた イギリスにとって
はs相 手国が第三国に与えた利益が自動的に自国に均露 され,相 手国市場への
無条件のアクセスを相互に保障する無条件最恵国待遇の獲得は,緊 急の要請で
あった。無条件最恵国待遇の実施は,自 由貿易体制の構築に乗 り出して以来イ
ギ リスが一一貫 して主張 し,一 方的自曲化を実行するようになってからは一層緊
急性を増す ものになっていた以L,1860年になって初めてそれが実現 した要
因は,フ ランスにおける変化に求め られる。すなわち,フ ランスが,1857年
恐慌後の不況の中で矛盾 を露呈 した保護主義か ら訣別 し,低 廉な原材料の獲
得,競 争による刺激によって工業生産力 を増進することを目的として,自 由貿
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易政策へ と転 じたことが英仏通商条約 の締結へ と導いた(桂1954)。
英仏通商条約 の重要性 は,英 仏 それぞ れに とっての利益 よ りもその波 及効
果,シ ステ ミック効果にあ る。同条約では,イ ギ リスは関税引 下げをすべての
国 に対 して適用 したが,フ ランスはフランス製品に対 して関税 を引 き下げるイ
ギ リスに対 してのみ関税 を引 きFげ た。 フラ ンスは,最 恵国であるイギ リスに
対 しては 自主的関税 率を適用するが,他 の欧州諸 国に対 して はよ り高率の伝統
的関税率 を適用す るとい う二重関税 システムを採用 しだ5〕。その ためイギ リス
以外 の欧州諸 国はフランス市場への輸出において不利 な立場 に置か れた。そ こ
で他の欧州諸国はフランス市場 で イギ リス と同等 の待遇 を獲得す るため にi最
恵 国条項 を含 んだ通商条約 を次 々 とフラ ンス と締結 した。1861年にベ ルギ ー
が通商 条約 を締 結 したの を皮切 りに,1862年には ドイツ関税 同盟が通 商条約
を結ん だ(発 効 は1865年)。その後,1863年には イタ リア,1865年には オラ
ンダ,1866年にはオース トリア との 問で通商条約 の締 結が な され た。 こう し
て一連の二国 間条約が締結 され た結 果,最 恵 国待遇 の ネ ッ トワー クが 形成 さ
れ,自 由化の利 益が普 及 した。「関税引下 げを1」的 と したただ…つ の二国 間条
約が何十 もの二 国間条約 を花開かせ,事 実上の多角協定が生 まれ,そ の もとで
貿易は未曾有 の自由化の時代 を迎 えたのであ る」(Irwin1993,p.97)。
2.2.「積極的バイラテラリズム」 と 「有害なバイラテラリズム」
英仏通商条約の締結を契機に,1860年代には欧州では自由貿易が隆盛 を極
めた。 自由貿易の黄金時代が実現 されたのは,ま ず,関 税引下げを主導する国
が存在 したことによる。無条件最恵国待遇の機能は関税引下げの利益を均需す
ることであ り,関税引下げがなければ 自由貿易 もない。1860年代 には,英 仏
が関税引下げを主導する役割を果た した。また,無 条件最恵国待遇 とは,生 産
力格差の如何にかかわらず諸国を平等な競争条件の下に置くことを意味するの
であ り,国際競争力において劣位にある国に不利に働 くが,世 界経済が活況を
呈 していれば,競 争力r劣 位にある国の負担はそれだけ軽減される。当時の国
際経済環境が安定 していたことが,欧 州諸国が無条件最恵国待遇を受け入れる
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こ とを容易 に し,そ の結 果,自 由化 の利 益 が 広 く行 き渡 っ た。1860年代 に
は,安 定 した国際経済環境 とい う基盤の上 で欧州諸国は英仏 通商条約の排 除効
果を回避するため に,無 条件最恵 国待遇 を含 む一連の二 国間協 定を締結 し,そ
れが事実上の多角 主義 を形成 し,自 由化 を促進 した。
これ に対 して,1920/30年代 には,多 くの国際会議 が開催 され たに もか か
わ らず,自 由貿 易を推 し進 める上記 の二つの条件 とは正 反対の状 況が 出現 し,
第 一次 世界大戦前 の自由貿易体制 を再建す ることはで きなか った。第 一・に,卓
越 した生 産力 をもちなが ら,諸 外 国に対 しては高率関税 を維持す る …方,自 国
には無 条件最恵 国待遇 が適用 され るこ とを要求す る大 国,ア メリカが 出現 し
た。大 国がフ リー ライダーの地位 に立つ と,無 条件最恵 国待 遇は通商条約 の締
結 を妨げ,貿 易 は制 限 され る。 第二 に,1860年代 とは対 照的 に,国 際経 済環
境が不安定化 して いる1930年代 には,無 条件 最恵国待 遇 を受 け入れ るこ とは
困難であった。
1930年代 には,無 差別 ・多角主義 は自由化 を実現す る手段 として必 ず しも
現実的ではなかった。 にもかか わ らず それに固執 したことが,不 況 下で可能で
あった関税 引 ドげ を不 可能 に した。1930年に開催 され た 「協調 的行 動 のため
の第 二回会議」(theSecondConferencewithViewtoConcertedAction)で
はa不 況の中で関税 引下 げのための多角的協定 を締結 しうる可能性 はな く,二
国間協定の締結が 自由化 を実現 する唯一の方策であ ることが確認 され た。 しか
し,会 議へ の参加 国は,二 国間協定 に よる関税 引下 げが無 条件最恵 国待 遇 に
よって他の諸 国に均露 され ない限 り,そ れ を推 し進め よう とは しなか った。
1932年,ベルギー,オ ラ ンダ,ル クセ ンブル ク と,そ の意 思の あ る他の 国 々
との間で50%の 関税 引 下げを 目的 としてOuchyConventionが結 ばれ たが,
無条件最恵 国待遇に反す る とい う理 由で,イ ギ リス等が これに反対 した。 イギ
リス等の高関税国は よ り低い関税が 自国 に適用 されない限 り,無 条件最恵国待
遇の例外 としてそれ を容認 しよう としなか った。そ のため 同条約 は発効 しな
か った。 「この ような試み に対 す る全 般 的支 持が 現 れ てい た な らば,特 定 グ
ループの協定 を通 じた関税 引 下げ とい うや り方は波及 し,そ のグループの規模
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は次 第に拡大 していったであろ う。 このようなや り方は,最 恵国条項 を含 んだ
二 国間協定 をよ り多 くの国々の間で締結す ることに較べれば,世 界貿易 にとっ
ては有利ではない。 しか しそれは,最 恵国待遇の うわべ だけの普遍性 に縛 られ
譲許 を与えない ことよ りもましである」(LeagueofNations1942,pp.119～120.
Irwin1993,pp.111～112より引用)。
「こうして,一 部の国々の間での関税 引下 げを通 じて貿易 を拡大す る ことを
容認 し,こ れ らの諸国に同調す る誘因 を他の諸国に与 える 『積極 的』バ イラテ
ラ リズム(progressivebilateralism)は押 し潰 され,数 量制限,官 僚的統制 に
よる為 替管理 とい う 「有害 な』バ イラテ ラ リズム(perniciousbilateralism)
が,そ れ を抑制す るものが ないまま次 々 と生 み出された。その結果,世 界貿 易
は急速 に縮 小 した。す なわち,1929年か ら1932年の 間 に貿易量 は40%減 少
し,世 界生産は20%低 下 した。そ して,1930年代 半ば までに経済が次第 に回





の貿易秩序は,事 実上の多角主義 とはいえ,自 由貿易体制の構築,維持 という
点では,GATr体制 と比較 して次のような脆弱性をもっていた。英仏通商条約
締結後,欧 州では無条件最恵国待遇が一般化 した。 しか しそれには関税水準そ
のものを制限することが伴わなかった。実際,1860年代後半か ら1870年代に
かけて,交 通機関の革新によって価格の低下 した穀物が流入 したために,欧州
では保護i主義が強まり,1870年代後半には関税水準が上昇 した。また1通 商
関係がバイラテラルであると,どの国もすべての貿易相手国 と双務的関係を結
び,二 国間協定のネットワークが形成 される。そして,諸 国との交渉は個別的
に行われ,そ のような交渉は,既 存の通商上の恩恵を侵害する協定を生み出し
かねない。 このような事態を防 ぐためには,無 条件最恵国待遇が貫かれねばな
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らない。 しか し,1930年代には,無 条件最恵国待遇 は深刻 な不況の中で維持
されるほど強靭なものではな く,二 国間の特恵協定が広がった。これに対 し
て,GATTでは,ラ ウンドと呼ばれる交渉ですべての締約国がすべての締約国
と同時に交渉し,互 恵主義に基づいて関税譲許がなされると,合意された水準
以上に関税 を引き上げることはbound(拘束)さ れ,関 税譲許の成果は 般 的
最恵国待遇に基づ き,すべての締約国に均謡 される。
それが第1条 に置かれていることが物語っている,GATTにおける一一般的最
恵国待遇の重要性は,次 の点か らも示す ことができる。…般 に,GATTは自由
貿易 並義を原則とするといわれるが,実 際には重商主義的要素を含んでいる。
第一・に,貿 易自曲化交渉において関税は…方的に引き下げられるのではなく,
譲許の交換を通 じて引 き下げられ(相 互主義),したがって,ど の国 もで きる







となる。このような利益は,譲 許を提供 しえず相互主義的交渉に参加 しえない





差別原則に反する地域 主義 を容認 してい る。第一 に,第1条2～4項 におい
て,特 恵の幅を拡大することを禁ずるという条件を付 して既存の特恵を容認 し
ている。第二に,第24条 において関税同盟,自 由貿易地域 という経済統合 を
認めている(sy。前者に該当する地域主義の比重は小さ くなっているが,後 者に
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該 当す るものの重要性 は ます ます大 き くなっている。第24条 は,大 きく,関
税 同盟,自 由貿易地域 を形成す る際 に充足 しなければな らない要件 と,そ の要
件の遵守 を保障す るための手続 きとに分け られる。第24条 は,「その協定の当
事国間の経済の…層緊密な統合 を発展 させ て貿易の 自由を増大す ることが望 ま
しい」(同条4項)と,経 済統 合の意義 を認め,関 税同盟あ るいは 自由貿 易地
域 を形成す る際 に充足すべ き要件 として次の ことを挙 げている。
(1)関税 同盟,自 由貿易地域 形成 の結果,域 外諸国に対する関税 その他の通
商規則が,そ れ らが形成 される以前 よ りも制 限的 なもの となっては ならない。
自由貿易地域 の場合 には,各 構 成国が独 自の関税お よび通商規則 を維持す るの
で,そ の判断 は各構 成 国ご とにな され る。 これに対 して,関 税 同盟の場 合 に
は,域 外諸 国に対 して共通 の関税 と通商規則 を適用す るので,共 通の関税 と通
商規則 は全体 として,統 合以前 に各構成国にお いて適用 されていた関税の全般
的水準お よび通商規則 よ り高度あるいは制限的であってはな らない(同 条5項
(a)(b))(The"no卜on-the-whole-higher-or-more-restrictive"require-
ment)o
(2)関税 同盟,自 由貿易地域 の構成国間の実質上すべての貿易 について,関
税 その他 の制 限的通 商規 則 を廃 止 しなけれ ばな らない(同 条8項(a)(b))
(The"substantially‐all‐trade"requirement)o
(3)関税 同盟,自 由貿易地域 の完成 に至る までの過渡期間に関す る中間協定
を締結する場合 には,中 間協定はその完成 までの計画 と日程 を含む もので なけ
ればな らない(同 条5項(c))。
これ らの要件の 目的 は,第24条 が,特 定の部 門 を対象 と した特恵協 定を正
当化す るため に用 い られるこ とを防止する ことにある。
関税 同盟の場合 には,対 外共通 関税 を設定す ることか ら次 のような問題が生
じる。例 え ば,あ る財 の ドイ ツの 関税 が5%,フ ラ ンスの 関税 が15%で あ
り,両 国が関税 同盟 を形成 し対外共通関税が中間に設定 された とす る と,そ の
財の フランスの関税 は低下す るが ドイツの関税 は上昇す る。 この場合,一 方の
関税 引rげ は他方の引Fげ によって相殺 され るとは言 えない。関税 の引 ドげに
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よって利益を受ける域外国と引上げによって損失を被 る域外国が同一であると
は限らず,そ れが同一であるとしても,利益 と損失が一致するとは限らないか
らである。また,低 関税国の関税の引上げは,あ る税率が合意されると,そ の
税率はその後の引上げに対 して拘束 される,と いう第2条 の規定に反する。そ
こで第24条6項 は,あ る財の税率の引上げに対 しては,他 の財の税率を補償
的に調整す ること,そ して,こ のような調整に際 しては,「関税同盟の他の構
成国の対応する関税の引下げによって既 に与えられた補償に対 して妥当な考慮
を払わなければならない」ことを定めている。
次に,こ れらの要件の充足を保障するための手続 として,ま ずs関 税同盟,
自由貿易地域 を形成する諸国に通告義務 と情報開示義務 を課 している。そ し
て,中 間協定が要件を満たさない場合には,GATTは当事国に勧告を行わねば
ならず,当 事 国は勧 告に従 い中間協定 を修正 しなければな らない(同 条7
項)。しか し,要件を充足 しない地域協定についても,締 約国の3分 の2の 賛
成によりそれを承認す る道を開いている(同 条10項〉。
2.3.2.第24条の執行 力
以Lの 第24条 にお いて,経 済統合 の要件 について は,様 々の曖昧 さが指摘
されているが(7),より重要 なのは,そ のル......ルを執行す る(enforce)機構 が備
わっていない ことで ある。第24条 が想定 していたの は,ベ ネル クス関税 同盟
の ような小 規模 な経済統合であったが,実 際 には,そ れ を超 えるEEC,EFTA
とい う大規模 な経済統合が出現 し,欧 州 を起源 とする経済統合の波は開発途上
地域 に も及び,ラ テ ンアメ リカ,ア フ リカにおいて も,開 発戦略の 環 として
地 域統 合 が実 行 され た。 この よ うな新 しい状 況 の 中 で,多 くの地 域 協 定 が
GATrに提 出 されたが,GATTは,地 域協 定の第24条 との整合性 を高め る こ
とを 目的 と した審査において,提 出された地域協 定を否定 した ことはな く,問
題 のあ ると思 われる地域協 定の修 正を要求 したこともない。い くつかの例 を挙
げよ う。
[1]ロー マ条約
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GATTは,EECを 設立す るローマ条約の 第24条 との整合性 を,対 外共通 関
税,数 量制限,農 業,海 外諸国 との連携 の4つ の観点か ら審査 したがf各 作業
部 会は明確 な結論 には至 らなかっ た。各 イ ッシュー につ いて,EEC6力 国 と
他 の締 約 国 との 主張 は 次 の よ う に対 立 した(GATr1958,PP.70～109,Dam
1963,pp.641～649)。
(1)ロー マ 条約 の審 査 に際 し,GATT第24条4項 と同条5～9項 の関係 につ
いて,EEC6力 国 と他の締約 国 との見解 が対 立 した。他 の締約国 は,4項 は関
税 同盟,自 由貿 易地域 を設 立す る に当た って の基本 原 則 を述 べ た もので あ
り,5～9項 の規定の適用 について問題が生 じた場合 には,4項 の原則 と 一致す
るように解決 され るべ きであ る,と 主張 した。 これ に対 して,EECは,5～9
項は,関 税同盟,自 由貿易地域が4項 で述べ られた基本原則 に合致す るか否か
を判断す るための具体的基準 を示 した ものであ るか ら,5～9項 の要件 を満 た
す関税 同盟,自 由貿易地域 は,第24条 を充足す る,と 主張 した(津 久井1993,
p.663,内田1969,p.619)。この対立 は対外 共通関税 の審査に も持 ち込 まれ,他
の締約 国が,「対外共通関税が全体 として よ り制 限的であ って はな らない」 と
い う5項 が満 た されているか否かは,4項 に定め られた 「経済統合 に よ り貿易
の 自由が拡大する」 とい う目標 に照 らして判断 されねば ならない,と 主張 した
の に対 し,EECは,5項 がそれ 自体 として クリア されれ ば十分だ と した。 この
点 の決着 はつ かず,議 論の焦 点は5項 の解 釈 に移 った。EECは 対外 共通関税
設定のための特定 の算定方法 を要求 してお らず,し たが って,算 術 平均 によ り
これ を算定す ることは,対 外共通関税が全体 として従 前の関税率 よ り高 くない
限 り,正 当である,と 主張 した。 これに対 して域 外諸国 は,特 定の算定方法 を
自動的 に適用する ことに賛成せず,対 外共通 関税の検討 は国別商品別 になされ
るべ きである とした。
(2)ロー マ条約 は,域 内 の貿 易制 限の撤 廃 を完全な もの とす るために,構 成
国間の数量制限 を撤廃する ことを要求 している(第30～37条)。 この場合,共
通 数量制 限措 置が,全 体 と して以 前 よ りも制 限的で あっては な らない。問題
は,国 際収支 を擁 護す るため に,EECも し くは構 成 国が 数量制 限措 置 を採 り
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うるとしたロ.__.マ条約第108・109条である。EECは,あ る構成国が国際収支
難に陥った場合,他 の構成国に対 して数量制限を課す と関税同盟形成の妨げ と
なるため,こ れを行わず,他 の構成国と一体 となって域外諸国に対 して共通の
数量制限を課す ことがで きる,と 主張 した。EECは,構成国に3他 の構成国
の国際収支を擁護するために,共 同体 レベルの数量制限に参加することを要求
しうるというのである。国際収支擁護のために数量制限を行うことを容認 した
GATT第12条は,数 量制限を採 らざるをえない締約国の国際収支を考慮 した
規定であ り,他の締約国の国際収支を念頭 に置いたものではない。 したがっ
て,EECの主張は明 らか にGATr第12条に反する。 しか し,6力 国は,①
GATr第24条が関税同盟の設立を認めてお り,GATTの他の規定を適用する








支 ヒの理由で数量制限を課すことを想定 している。③8項(a)(H)で 述べ ら




む可能性は十分にある。 しか し,他の締約国は,審 査時点で,共 通農業政策の
第24条との整合性 を判断することはで きない とした。それ と引き換えに,域
外諸国は利害関係のある諸国への情報提供を要求 したが,EECはそれ を拒 否
した.
(4)構成国と構成国の旧植民地であった国家 ・領域 との連合について規定 し
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た ローマ条約第135条が 問題 となった。海外 諸国 ・領域 は,「連合海外領域」
として,域 内関税撤廃の義務 を負 うと同時にその利益 を受ける一方で,自 国の
開発,工 業化 あ るい は財政 上の必 要か ら関税 を徴収 す るこ とがで きる。EEC
は 「海外連合領域」 との関係 を 自由貿易地域 に該当す るもの として正当化 しよ
うとしたが,他 の締約 国は次の理 由で これに反対 した。① フランス とフランス
の海外領域 との関係 は既存の特恵 と理解 され,GATT第1条2項 に基づ く例外
として認め られ るが,EECが 「海外連 合領域」 と上述 の関係 を結 ぶ こ とは,
フラ ンスが 旧植民地 に与 えて いた有利 な待遇 を,EEC加 盟 国全体が 旧植 民地
全体 に与 える有利 な待遇へ と拡大す る ものであ り,特 恵の新設 と拡 大を禁止 し
た第1条 に反す る。②海外諸 国 ・領域が必要 に応 じて関税 を課す こ とがで きる
以上,実 質的障壁 は残 りそれが増大す る可能性があ ること,数 量制限の撤廃に
関す る明確 な規定 を欠いてお り,第24条8項 の 「実質 一ヒすべての域 内貿易制
限 を廃止す る」 とい う要件 を満 たす とは言 えない。 これに対 して,6力 国は,
EECと海外 諸国 ・領域 との貿易 は総額の1.4%に す ぎずi「実 質上 すべ て」
の基準 に適合す る と主張 した。
[2]オー ス トラ リア ・ニ ュー ジー ラ ン ド自由貿易協定
1965年にオー ス トラ リアとニ ュー ジー ラ ン ドの 間で締 結 され た 自由貿易協
定 は次の ような内容であった。同協定が 自由化の対象 としたのは,両 国間の貿
易の50%だ けであ り,し か もこの50%の うちの90%に ついて は既 に関税 が
撤廃 されてお り,し たが って,新 た に自由化が約束 されたの は両 国間の貿易の
5%に す ぎなか った。 に もかか わ らず,両 国間の 自由貿 易協定 は否定 され な
か った(Dam1970,p.283)。
[3]モンテ ビデオ条約
第24条 の執行力の欠如 を さらに強 く印象付 けたの は,ラ テ ンア メリカ 自由
貿易地域(LatinAmericaFreeTradeAssociation:LAFTA)を設立す るモ ンテ
ビデオ条約の審査で ある。 モ ンテ ビデオ条約 は,加 盟 国間のすべての貿易につ
いて関税,課 徴金,数 量制 限を漸次撤廃す ることを宣iiしているが,同 時に多
くのエ スケープ ・クロー ズを設けてお り,域 内貿易 自由化 とい う目標 に到達す
EmbeddedLiberalismの解 体 と再 編81




重平均 した関税および課徴金を,毎 年,少 なくとも8%軽 減することを義務
付けているが,そ の対象 となるのは,直 近の3年 間に実際に域内から輸入され
た財に対する関税および課徴金である。 この規定は,域 内か らの輸入を排除す
るのにf分 な保護関税(そ の水準は,域 内諸国の生産性が域外諸国の生産性 よ
りも低い場合には,域 外からの輸入を排除するのに十分な水準ほど高くある必
要はない)を 引き ドげる誘因を与えるものではない。










を減少させないという条件で,差 別的な障壁 を設けることがで きる。 したがっ
て,発 展の遅れた構成国が貿易障壁 を軽減するのは,国 内生産がほとんど行わ
れていない産業に限 られることになる(Dam1963,pp.656～660)。
そもそ もLAFTAは集団的保護主義の手段 として計画 されたものであ り,域
内自由化に行 き着 くものではない。LAFTA諸国は,経 済的条件にかかわ りな
く自国に1業 を設立 しようとした。 しかし,ラ テンアメリカの大部分の一L業の
生産性は域外諸国の生産性に大 きく劣っている。 こうした状況でラテ ンアメリ
カが自由貿易地域を形成 した目的は,構 成国相互の競争を促進 し,1二業を輸出
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競争力 を もつ ものへ と育成す るこ とではな く,生 産費の低い域外諸国か らの輸
入 によって 占め られている域 内市場 を,高 生産費の域 内諸国へ と分 け与 えるこ
とで ある。LAF"1'Aが強い貿易転換効果 をもつ ことは明 らかであ る。 に もかか
わ らず,モ ンテ ビデオ条約の審査の結論は次の ような ものであった。
「審査 の時点 ではx締 約 国団は,モ ンテ ビデオ条約 には,法 的な らび に実 施
上のい くつかの間題があ るが,条 約 の原文 を論拠 とす るだけではそれ らを解 決
す るこ とは困難であ る と考 える。以上の理 由か ら,現 時点で は,第24条7項
(b)に基づ いて条約参加 国に勧 告 を行 うこ とは適切 で はない と判 断す る。 こ
の結論は,条 約参加国が モ ンテ ビデオ条約 を実行 に移す ことを妨げる ものでは
ない。 自由貿易地域の構 成国 は,第24条 が,そ うで なければ,GATTの 諸規
定 と矛盾す る可 能性 のある構成 国の行 為 に正 当性 を与 えるを判 断す る場合 に
は,第24条 に訴 え ることが で き,域 外諸 国はモ ンテ ビデオ条約 の諸規定 に基
づいて実施 されるいかなる措置であ って も,そ の正 当性 を判断す る 目的で,そ
れ らをGATTに 提訴す る権利 を もつ」(GATT1961,pp.21～22〔め。
この ように第24条 の ルー ルは執行 されて いる とはいえないが,そ れは次 の
ことに起 因す る。EECの 政治的 ・経済 的重要性 は,ロ ーマ条約 のGATT第24
条 との整合性 を問 うこと自体 を非現実 的なこととした。 さらに,ア メリカが社
会主義 に対す る対抗 勢力 としてEECの 成立 を支持 した ことは,そ れ に異議 を
挟 む余地 をな くした。 また,第24条 が,途 一L国は経済発展 のため には無差別
原則ではな く,途 上国に有利な 「特別かつ異 なる待遇」(specialanddifferen-
tialtreatment:S&D)を必要 とする とい う原則 に対抗 しえなか った ことが,途
上 国間の地域統合 の容認 につ なが った。そ して,S&Dを 求 める途 上国の運動
は東京 ラウン ドにおける授権条項(enablingclause)(正式名称 は,異 な るか
つ いっそ う有利 な待遇並 びに相互主義及 び開発途上国の より十分 な参加)の 成
立に帰結 した。授権 条項 は地域主義の出現 にさらに大 きな余地 を与えた。すな
わ ち,第24条 で は,途 上国間でみ られ る,域 内の完全 自由化で はない部分的
な特恵 の交換 は認め られてい ないが,授 権条項に よってそれに対 して も法 的根
拠が与 え られた。授権条項 に基づ いて形成 された地域経済圏には,近 年注 目さ
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れている南米共同市場(MercadoComunedelConoSur:MERCOSUR)や
ASEAN自由貿易地域(ASEANFreeTradeAarea:AFrA)が含 まれる。 これ ら
は構成 国が望 めば,関 税 同盟あ るいは自由貿易地域 の手前で留 まる こともで き
るので ある。
2.4.多角主義の拡大 ・強化と地域主義の再興
1990年代になり多角主義 と地域主義の潮流はともに 一回 り大 きなうね りと
なった。 ここでは,ま ず,多 角主義 を 層 強固に制度化する試みの成功例 とし
てWTO協 定の成立を取 り上げ,次 に,多 角主義の拡大 ・強化に匹敵する勢い
で地域主義が台頭 していることを論ずる。
2.4.1.wm協 定の成 立
グローバ リゼー シ ョンといわれ る事態が進行す る中で,世 界経 済を より自由
主義的で多角的な システムへ と改造す るため に様 々の制度化が試み られたが,
成功 を収め たのは,1993年,ウルグア イ ・ラウ ン ドが妥結 し,翌 年 「WTOを
設立す るマ ラケ シュ協定」(WTO協 定)が 成立 した こ とを受 けて,1995年よ
りWTO体 制が始動 した こ とであ る。GATT体制 と比較 してWTO体 制は次の
点で進化 を遂 げている(小 寺2000)。
第一 に,WTO体 制 では,財 貿易 に加 えサ ー ビス貿易,知 的財産権,貿 易関
連投 資措置が規律 の対象 に組み込 まれ,規 律の拡大が図 られた。サー ビス貿易
に関 しては 「サー ビス貿易に関す る一般協定」(GeneralAgreementonTrade
inServices:GATS)が作 成 された。GATSは,加 盟国のすべてのサービス貿易
に適用 される原則 として最恵国待遇 と透明性(関 係法令 を公表 し利用可能にす
ること)を 定 め,加 盟 国が義務 を受け入れる ことを表 明 した分野(特 定分野)
に適用 される原則 として,内 国民待遇 と市場 アクセス(量 的規制措置の撤廃)
を定めている(9}。
知的財産権 して は 「知的財産の貿易 関連 の側面 に関す る協定」(Agreement
onTrade‐RelatedAspectsofIntellectualPropertyRights:TRIPs)が策定 され
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た。TRIPsでは,既 存条約 で保護の対象 とされてい る著作権 特許,商 標,地
理的表示 に加 え,半 導体 同路配置権,非 公開情 報が保護の対象 とされ,各 国が
確保すべ き保護 の最低 限の水準(ミ ニマム ・ス タンダー ド)が 定め られた。 ま
た,知 的財産権が保護 され て も,権 利侵 害 に関す る裁判 手続が不 十分で あれ
ば,そ れは形式的な もの に留 まるため,裁 判手続,権 利行使 に関 し各国が維持
すべ き最低 限の基準 が定め られた。 さらに,既 存条約 は紛争解 決の有効 な規定
を有 してい なか ったが,TRIPsの成 立に よ り,WTOの 紛争解決手続が統一一的
に適用 され ることになった。
第二に,WTO体 制では規律 の強化が図 られた。 東京 ラウ ン ドにおいて,ダ
ンピング,補 助金 ・相殺関税措 置等10の 分野 について補完協 定が定め られた
が,ウ ル グア イ ・ラウ ン ドではこれ らの協定 をよ り詳細 な ものに改定す るとと
もに,新 たに次の協定が策定 された。(1)「衛生植物検疫措置の適用 に関す る協
定」。(2)「繊維及び繊維製 品(衣 類 を含む)に 関す る協定」では,「繊維製品の
国際貿 易 に関す る取 極(MFA)1974」に基づいた規制 を,10年の経過期 間中
にGATT規 律 に合 わせ,繊 維貿 易の 自由化 を推 進す る ことが定 め られ た。(3)
「貿易 に関連す る投 資措置 に関す る協定(AgreementonTrade-RelatedInvest-
mentMeasures=TRIMs)」では,投 資受入国が外 国資本 にパ フ ォーマ ンス要
求 を課す こと,具 体的 には,内 国民待遇,数 量制 限の禁止 に反す る,ロ ーカル
コンテ ン ト要求,輸 出入均衡要求,為 替制限 を通 じた貿易制限措置お よび輸出
制 限が禁 止された。 また,従 来,補 完協定 に関 してはこれに参加す る義務 はな
く,各 国は多数の補完協定の うち自国に有利 なもののみ を受諾す る ことが認め
られた。 このため1補 完協定の受諾国の多 くは先進 国であ り,途 ヒ国の参加 は
ご く限 られ た もの とな り,国 ご とに適用 され るルー ルが 異 なる とい う事 態
(「バル カン化」 といわれ る)が 生 じた。 これ を解 消す るため に,WTO体 制で
は,「…括受諾 方式」が採 用 され,WTO協 定の締約 国 は,ウ ル グア イ ・ラ ウ
ン ドで交渉の対象 とならなか った4つ の協定(複 数国間協定)を 除 くすべての
協定に…括 して加盟 しなけれ ばな らない こととなった。
第三に,規 律 の拡大 ・強化 に対応 して,規 律 に客観 的な法秩序 としての地位
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いう事態(フ ォーラム ・ショッピング)が 生 じ,紛争解決が困難となった。こ
れに対しWTO体 制では,財 貿易以外にサービス貿易,知 的財産権等 を対象に
していることから,財貿易の各種紛争処理手続を統一化するだけでな く,財貿
易,サ ービス貿易,知 的財産権のすべての分野に統 …的に適用される紛争処理
手続が作成され,紛 争は紛争処理機関で一元化 した手続で処理 されることに
なった。(2)紛争処理 を迅速化するために,パ ネルの設置,パ ネル報告書の採
択,対 抗措置の承認に関して,ネ ガティブ ・コンセンサス方式(全 会…致で反
対 しに限 り提案が採択 される方式)が 採用 された。 また,そ の見返 りとして再
審制度が設けられた。(3)全分野に統一的に適用 される紛争処理手続が定め ら
れたことに対応 して,紛 争処理の最終的手段である対抗措置についても,同 一
分野で対抗措置を採ることを原則とするが,そ れが実際的でない場合には,異
なる分野で対抗措置 を採 ることがで きるというクロス ・セ ク トラル ・リタリ
エーションが導入された。
しか し,以Lの ように,多 角主義の規律が拡大 ・強化 された裏面では,途 上
国に対する特別措置が設けられているとはいえ,… 括受諾方式に基づ き,先進
国と途L国 に,自 由主義を原則 とするルールが普遍的に適用されているという
問題が伏在する。
2.4.2第二次 リージ ョナ リズムの台頭
他 方,以Lの ような制度改革 によ り多角 主義 を拡大 ・強化す る試みに匹敵す
る勢 い で,1990年代 以 降,地 域 経 済 圏が 形 成 され て い る。 欧州 にお け る
EEG,EFTAの形成 を代 表 として,ラ テ ンアメリカ,ア フリカにおいて も経 済
発展戦 略の 環 として経 済統 合が実行 された1960年代 と対比 して,中 南 米共
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同市場(CentralAmericanCommonMarket:CACM),アンデ ス共同市場
(AndeanCommonMarket:ANCOM)等の開店休業状態 にあった地域経 済圏
が再 び活動 を開始 し,ま た,北 米,米 州,ア ジア太平洋地域 に も新 たに地域経
済圏が誕生 した1990年代 は 「第二 次 リー ジ ョナ リズム」の時代 とい われ る。
量的 にみれば,GATTに 通報 された地域統合 の件 数は1980年代 後半の6件 か
ら1990～94年には31件 へ と大 き く増 え,地 理 的にみ る な らば,第 二次 リー
ジ ョナ リズムの波 は経 済統 合の代 表で あるEU以 外 の地域へ と広 く波 及 した
(図1)。また,ク ロノロジカルにみれば,1992年は,地 域経済圏の形成 におい
て重 要 な進 展が み られ た節 目 となる年で ある(OECD1995,P.17)。欧州 にお
いては,EC域 内市場統合 の完成 が 予定 され,ECとEFTAの 間で欧州経 済地
域(EuropeanEconomicArea:EEA)条約が調印 され(実 施 は1994年),EC
とポー ラ ン ド,ハ ンガリー,チ ェコス ロバキ ア との間で 中間協 定が調 印 され













(備考)各 年代 の地域統合の 数は発効年 ベー スで計算 した,,通報 され た地域統 合の 中には授 権条項に よ
る もの も含 まれ る.
(出所)『 平成8年 版 通 商 白書』 大蔵 省 印 刷 局,1996年,p.60,、
(原資」料)WorldTradeOrganization(1995).
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ment:NAFTA)が締 結 され(発 効 は1994年),アジ ア にお いて はASEAN自
由貿易地域(AFTA)を 創設 す る合意が得 られ た(創 設 は1993年)。さ らに,
オ ー ス トラ リ ア ・ニ ュ ー ジー ラ ン ド経 済 関係 緊 密 化 協 定(Australia-New
ZealandCloserEconomicRelationsTradeAgreement:CER/ANZCERTA,1983
年に発足 したオース トラ リアとニュー ジーラ ン ドの二国間貿易 ・投 資 自由化協
定)は,多 くの分野で進展 を見せた。 また,1992年を挟 み,1989年にはア ジ
ア太平洋経済協力会議(AsiaPacificEconomicCooperation:APEG)が設立さ
れ,1995年には ブラジル,ア ルゼ ンチ ン,ウ ル グア イ,パ ラグア イが参加 し
て南米共 同市場(MERCOSUR)が形成 され,メ キ シコ,ベ ネズエ ラ,コ ロ ン
ビアか ら成 る3力 国グループ(G3)も 発足 した。地域経済 圏の形成 を冷戦 後
の世界経 済の構造的特徴の一つ に数 えることがで きる。
第二次 リー ジョナ リズムは次の特徴 をもつ。
(1)1960年代 には開発途上国は集団的保護主義の手段 と して地域経 済 圏 を
形成 した。 しか し,保 護主義に基礎 を置 いている限 り,地 域経済圏が経済発展
に寄 与す るところは極めて小 さか った。 これ に対 して,債 務危機 に陥ったラテ
ンア メリカ諸国が 自由化 を余儀 な くされ,他 方,ASEAN諸 国が外 資に依存 し
た経済成長を実現する とい う1980年代 の変化 を受 けて,199年 代 には,地 域
経 済圏は,経 済成長の挺子 となる貿易,投 資の 自由化 を制度化す る手段 として
復活 した。
(2)無差別 ・多角主義 に基づ く自由貿易 を標榜 し,域 外差別 を伴 う地域的取
極 に参加 していなか った アメ リカが,1980年代 には地域 主義 を実践 す る よう
になった。 開発途上国に地域経済圏が着床 し,ア メリカが地域主義に着手す る
ようになった結 果,NAFTAの ように経済構造 と発展段 階に大 きな格 差のあ る
国々を構 成国 とす る新 しい型の地域経済 圏が 出現 した。
以 ヒの ことか ら,現 在の リー ジ ョナ リズムに関 し留意すべ きこととして,次
のこ点 を指摘す ることがで きる。
第… に,自 由主義ルールの普遍 的適用 とい う多角主義の規律 の拡大 ・強化 に
伴 う問題 は,大 きな格差のあ る諸 国を構二成 国 とす る地域経済圏に も同様に妥 当
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す る。
第二 に,地 域主義が興隆 してい るこ とか ら,現 在 を1930年代 と同列 に置 く
こ とはで きない。 グローバ リゼー ションといわれる事態が進行 し,多 角主義の
規律が拡大 ・強化 されている中で地域主義が実行 されている現在は,大 恐慌の
中で多角主義 に固執 した ことが地域 主義 による可能な関税引 下げ を押 し潰 した
1930年代 とはむ しろ対極にある。
3.EmbeddedLiberalismの解 体 と再 編
自由貿易,多 角主義 と地域主義の関係は,前 者が最善の政策であり,後者は
次善の政策であるという規定に収まるものではない。このような規定は,既 に




実には,自 由貿易も関税同盟 も形成されるものである。 自由貿易への移行は産
業部門を比較優位部門と比較劣位部門とに選別するが,後 者に投下されていた




源の完全利用を保障されず,景 気循環の影響に曝 される,生 産力格差のある諸
国民経済が自国に有利な政策を掲げて対峙 している。資源の完全利用が保障 さ
れず,自 由貿易によって基軸産業 を確l」しえないならば,生 産力において劣る
国は,生 産力格差の如何 にかかわらず諸国を平等の競争条件に置 く無差別原則
を拒否するし,雇 用問題が深刻化する不況 ドでは,無 差別主義を採用すること
はどの国にとって も困難 となる。 また,地 域主義 に対するGATTの態度は,
重要なのは,実 行 された地域経済統合がGATTの規定 と整合 的であるか否か
ではな く,地域主義を生み出 した経済的 ・政治的根拠 を問うことである,と い
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うことを示 している。
1990年代 に は,ア メリカの指 導 に従 うGATT/WTO,OECD,IMFとい っ
た国際機関 を通 じて世 界経済 をよ り自由主義 的で多角的な システムへ と鋳 直す
試 みが なされ,そ の反面でそれに対す る抵抗が高 まった。そ して,多 角主義の
規律が拡 大 ・強化 され るの と並行 して地域主義が興隆 した。多角主義 と地域主
義 は異 なる方式で 自由化 を進めるが,自 由化 を進める以 ヒ市場 メカニ ズムを前
提 とす る点で共通点 を もつ。X990年代 に両者が ともに大 きな潮流 となったの
は,資 本 主義の矛盾 を緩和 するため に戦後世 界経 済に構 造化 されていた,市 場
メカニ ズム を制 限す る要因が解体 したこ とに よる。そ して これが グローバ リ
ゼー ションといわれる事態 を生み 出 した。
現代 世界経済 を表象 して,「グローバ リズム とリー ジ ョナ リズム」 とい う図
式 が しば しば描 かれ るが,本 稿で は これ とは異 なる構 図 で世界経 済 を捉 えた
い。 リー ジ ョナ リズム とは 「域外差別に基づ く域 内 自由化」 であ り,こ れに同
…次 元で対 置 され るべ きは,「無差 別 原則 に基 づ く自由化」 を意 味す るマ ル
テ ィラテラリズムである。そ して,こ の両者が展 開 され る舞台が,グ ローバ リ
ゼーシ ョンといわれる現代世界経済の在 り方であ り,グ ローバ リゼー シ ョンを
推進す るイデオ ロギーが グローバ リズムであ る。本稿 では,「グロ・一バ リゼー
シ ョンとい う 七台の上での多角 主義 と地域主義の並行的進 行」 とい う構図 を描
き,そ れ を戦後世界経済体 制の解体 と再編 の結果 と して捉 え る。別の角 度か
ら,問 題 を次の ように立ててみ よう。 グローバ リゼー ションとい う土台のrで
多角 霊義 と地域 主義が ともに興隆 している現在 と形式的に同 ・の 世界経済の構
造 は1960年代 に出現 した。1960年代 には,世 界貿 易は世 界生産 の伸 び率 を上
回って拡 大 し,多 国籍企業の活動が顕著 とな り経済の 「国際化」が進 む中で,
ケネデ ィ ・ラウ ン ドが 妥結 し多 角主義が強化 され る… 方,EEC,EFTAとい う
大規模 な経済統合が進展 し,開 発途土国 も経済発展戦略の 一環 として経済統合
を実 行 した。 しか し,現 在 を1960年代 の再現 と捉え るこ とはで きない。両 者
の問には1970/80年代の経済危機の 中で生 じた戦後世 界経 済体 制の解体 とい
う断絶が横 たわっている。 これが第mの 問題であ る。 第.二の問題 は,グ ローバ
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リゼー シ ョンとい う新 しい舞台の上で多角主義 と地域主義が ともに主役 を演 じ
てい ることそれ 自体である。第0の 問題か ら検討 しよう。
3.1.金融的 自由 と政策 の自律性
3.1.1.制限的国際金融秩序 と してのIMF体 制
戦後世界経済体制 をembeddedliberalismとい う概念 を軸 に して捉 えたい。
ラギ 一ーは,覇 権 安 定理 論 を批 判 す る中で,embeddedliberalismとい う概念
を呈示 した。覇権安定理論 は,覇 権 国の存在 と国際経済秩序の在 り方 を一元的
に対応 させ る。す なわち,19世 紀の イギ リス,第 二次世界大 戦後 のア メ リカ
に代表 される,経 済力 を集中 した覇権国が存在す ると,開 放 的 ・自由主義的国
際経済秩序が 出現す る,と い うのが,覇 権安 定理論 の定理であ り,こ の定理の
陰欝 な系が,戦 間期 におけ る世界経 済の分裂である。 しか し,覇 権国が存在す
るか否か は,国 際経済秩序の形態 を与えるが内容 を 与えない。 この ような単純
な理論で は,17世紀 には,オ ラ ンダとい う覇権 国が存 在 しなが ら重商主義 が
支配的秩序であったことを説明で きない。 これ を覇権国の経済的優位性 の相違
に帰するのは,覇 権安 定理論 に対す る盲信 であ る。そ こでは,国 家が達成 しよ
うとす る社 会的 目的が考慮 され ていない。同 じこ とは,19世紀 と戦 後 を自由
主義的国際経済秩序 と一括 して捉 える覇権安定理論 の定理 にも当ては まる。社
会的 目的 を考慮するな らば,両 者 を同一次元で捉 えるこ とはで きない。
19世紀 の金 本位制の時代 にお いては,金 融政策の 目的は金平価 を維持す る
ことであ り,「この 目的達 成のために要求 される一切 の ものは,各 国がそれぞ
れ の 国民 所 得 や 支 出 を人 為 的 な手段 に よっ て統 制 して は な らな い こ と」
(Nurkse1944,訳p.328)であった。 しか し,社 会 の発 展 に伴 い,為 替安 定の
代価はあ ま りに も大 きい もの とな り,「両大 戦間期 においては,国 際通貨政策
を国内の社会的,経 済的政策 に従属 させ,両 者 を逆 の関係 に置 くことを しない
傾向が ます ます強 くなった。 とはいえ,世 界 は依然 として経済的には相互依存
の関係 にあった。そ して原始 的 な双務 的バー タ._._に代 わる,物 資お よびサー
ヴィスの多角的交換 を 目的 とした国際通貨の メカニズムは,大 多数の国にとっ
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ては依然 として根本的な必要事であった。 問題 は}国 内安定の要請 と両立す る
国際通貨関係 の システム を見出す ことにあった」(ibid。訳pp.356～357)。戦 間
期の和平期間が十分長 くなか ったために発展せず,戦 後 に根付 いた 「折衷 的な
性 質 をもった解決法」(ibid.訳P.357)を基礎 に置 いた自由主義 は,19世紀の
それ とは区別 されねばな らない(Ru、ggie1983,pp.197～208)。
国内均衡 に対 して国際均衡 を優先 した19世 紀,経 済的ナ ショナ リズムの台
頭が世界経済の分裂 をもた らした戦 間期 と異な り,戦 後世界経済 は国際経済か
らの利益 と圧力 を前提 として,国 民経済の 自律 を保証す る枠組 をつ くることを
目指 した。 この ような理念 はembeddedliberalismといわれる(1⑪}。それは 「経
済的 ナ シ ョナ リズムの支配 した1930年代 と異 な りそ の性 格 は 多角 的で あ る
が,ま た,金 本位 と自由貿易 に基づ く19世紀 の資本主義 とも異 な り,こ の多
角主義 は国家 の経 済へ の介入 を承 認 した もので あ る」(ibld⑲.2Q9)。「embed-
dedliberalismの本質は,国 内的安定のための必要条件 と両 立 しうる多角主義
を考案す ることであ る」(ibid.p.215)。
戦後の国際通貨体制はembeddedliberalismの理念 を体現 した ものである。
「国際金融 の神殿 か ら高利 貸 を追放 す る」(Gardner1969,訳上 巻p.203)こと
を 目的 としたモーゲ ンソーは,正 統派経済学 の教義 を批判 しケインズ主義 に帰
依 していたホ ワイ トを,ア メリカの国際金融政策 立案の責任者に任 じた。債務
国,債 権 国 とい う英米の立場 の違い か ら激 し く対 立 した ケ インズ とホ ワ イ ト
はa他 面 では ともに,国 際金融秩序 の超 国家 的管理 を 目論 んでいた。1930年
代 には,資 金の流 れは,19世紀 とそれに続 く1914年までの期 間 とは反対 にT
貿易収支の赤字 国か ら黒字 国へ と向か う ように な り,こ の ような流 れは逃避
的,投 機的資金移動 に よって増幅 され,国 際通貨制 度 を崩壊 させ た(Keynes
1980,pp.30～31,訳pp.34～35)。国際 資本移動 が均衡 回復 的であ る とは限 ら
ない以 ヒ,そ れは管理 されねばな らないこ とは,両 者 にとって 自明であった。
第 一に,マ クロ経済政策 を自律 的に遂行するため には国際資本移動 は制限 さ
れねば ならない。 大恐慌 を経験 して以来,不 況 を緩和 し雇用 を維持す るために
国家が経済 に介入す ること,カ ーの表現 を用いれば 「国家 の社会化」(theso一
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cializationofnation)(Carr1945,P18,訳P.23)が公理 として受容 された。国
際通貨政策 は国民経済の安定 に従 わねばな らず,そ の ためには国際資本移動 は
規制 されねばならない。 この点についてケ インズは次の ように述べ てい る。
「資本移動 の 自由は 自由放任主義体 制の本質的 な部分で あ り,世 界 の どこに
おいて も利子率 を均衡 させ るこ とが 正 しく1か つ望 ましい ことを仮定 してい ま
す。それはつ まり,も しイギ リスにお いて完全雇用 を促進す るよ うな金利が,
オース トラリアにおいて 妥当な金利 よ り低 いな らば,イ ギ リスのすべ ての貯蓄
がオース トラリアで投資 され,わ ずかに リス クに対 する評価 の違いが関係する
ものの,結 局 オー ス トラ リアでの均衡利子率 がイギ リスの利子率 をまで下落す
るとい う状況 に導かれるのであ り,そ うなってはな らない とい う理由はない と
い うことです。 わた くしの見解で は,国 内経 済の全般的な運営は}世 界の他の
場所 で適用 されている利子率 に関係 な く適切 な利子率 を適用で きる 自由に依存
して い ます。資本 統 制 は以.Lから当然 引 き出せ る結 論 なの で す」(ibid.p,
149,訳pp.160～161)。
第二 に,為 替相場 の安定化の ため には国際資本移動 が制 限 されね ばな らな
い。介入主義的政策 によって国民経済の安定化 を図る とき,そ れは国内の投資
や消費 を中心 とす る有効需要に働 きかける諸政策に よって追求 されねば ならな
い。輸入制 限や為替切 下げは雇用を_._寺的に刺激するが,そ れは諸外国の犠牲
に よる ものであ り,こ の ような手段 に訴えた国にマ イナスの反作用 をもた らす
(Nurkse1944,訳p.169)。国民経済の安定化のためには国際経済の安定化が必
要であ り,そ して国際経 済の安定化のためには,財 ・サー ビスの多角的交換が
促進 されねばな らず,そ のため には為替相場の安定が保障 されねばな らない。
国際資本移動の 自由 と為替相場の安定 は両立 しない。
資本統 制を有効な らしめるためには,次 の どち らかの 方法が採 られね ばな ら
ない。一つは,経 常取引 に擬 した資本取引 を規制す るため に,す べ ての取引を
検 閲す ることであ る。 この ような検 閲が不 可能 な場合 には,資 本統制 はそれ を
必 要 とす る国の 一方的措置に よるのではな く,資 本流 出国,流 入 国双方 でなさ
れねばな らない。 この二つの 方法の うち,ホ ワイ トが前者の強制的 方法 を推奨
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したのに対 して,ケ インズは後者の協力的方法 を選択 した,と い う違いはある
が}資 本移動が統制 されねばな らない ことは,両 者に とって疑 う余地はなかっ
た〔川。
しか し,資 本移動 を厳格 に統 制す る とい うケイ ンズ とホ ワイ トの構想 は,
ニュー ヨー クの銀行家 グループか ら激 しい批判 を受 ける。銀行家 は,財 政赤字
や インフレを もた らす不適切 な政策 こそが,通 貨不安 を生み均衡破壊 的な資本
移動 を引 き起 こす,と 批判 した。彼 らは,ケ インズ,ホ ワイ トとは逆 に,両 者
に とっては公理である国家に よる経済の管理 こそが掩乱の原 因である として こ
れ を否定 し,国 際資本移動 を,不 適切 な政策 を行 う政府 を規律付 ける積極 的役
割 を果たす もの と考えた。 そ して,銀 行家の この ような批判 は効 を奏 し,資 本
移動 に関す る規定 は,次 の よ うに希釈化 され た形でIMF協 定に取 り入れ られ
た。
「加盟国は巨額又は持続 的 な資本流 出 を賄 うため基金資金の純 使用 をな して
はな らない。 且つ基金は加盟国 に対 し基金使用のかかる使用 を防止す るための
統 制をなすべ き旨要求するこ とが で きる」(第6条1項1)。
この規定では,資 本統制の実施 は義務 ではない。第 ・に,資 本移動が,そ れ
に よる赤字 をファイナ ンスす るための巨額 で持続 的な基金資金の引出 を伴 うも
のでない限 り,IMFは 資本統 制の実施 を要求 す る ことはで きない。 第二 に,
資 本移 動 が そ れ を伴 う場 合 で も,IMFは 資 本統 制 の 実 施 を 要 求 す る(re-
quest)ことがで きるだけであ り,そ れを命ず る(require)ことはで きない。
銀行家は,資 本統制 を廃止す ることはで きなかったが,そ れを国家 の義務 と
す るこ とを回避する ことに成功 した。ブ レ トンウ ッズでの記者会見で,ケ イン
ズが 「資本移動は統制 されねばな らない」 と発言 したのに対 して,銀 行家の巻
き返 しに妥協 を余儀 な くされたホ ワイ ト自身が 「資本移動 に統制 を加 えること
を選択す る国はそれを実行 して もよい。 しか し,ア メ リカは資本統制 を望 まな
い し,そ れ は存在 もしない」 と答 えた,と い う事実 は,そ れ を象徴す る もので
あ る(Helleiner1992,pp,48～49,vanDormael1978,p、185)。
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3.1.2.制限的国際金融秩序の解体 と開放的国際金融秩序 の出現
一般 に,国 際資本移動の 自由,政 策の 自律性,為 替相場の安定の三者 を同時
に達成す るこ とはで きない。IMF体 制 は,厳 格 な資本統 制 とい う当初 の構想
か らは後退 したが,国 際資本移動の 自由 を規制 して他の二者 を確保す ることを
理念 としたシステムであ る。それは 「国内安定の要請 と両立す る国際通貨 関係
の シス テム」(Nurkse1944,訳p.357)であ る。あ るい は,そ れ は,財 ・サ ー
ビスの 自由な交換 と資本の 自由な移動 を区別 し,前 者 を繁栄 の前提 条件 として
認めるが,後 者はそ うで はない としたシステムであ る。 この ような制限的国際
金融秩序が戦後世界経済の理念 とされた。
しか し,現 実 の 国際 金融秩 序 はIMFの 理 念 とは大 き く異 な る もの であ っ
た。ア メリカは ドル不足 を解消す るための十分 な資金 をIMFが 保 有す るこ と
を認めず,1950/60年代 を通 じて国際収支 赤字 をフ ァイナ ンスす るための国
際流動性 はIMF資 金 ではな く,公 的資本輸出(対 外軍事援助)と 民 間長期 資
本輸出(そ の中心 は対外 直接投 資)を 主要項 目とするアメリカの国際収支赤字
に よって供給 された。その結果,対 ドル取 引の差別 を容認する不足通貨条項が
一度 も発動 されなかったばか りか,1958年以 降 ドル過剰 が顕在化 し,国 際通
貨 危=機が発 生 した。 また,1958年に西欧諸 国が,非 居住者 経常勘 定 につ いて
通貨 の交換性 を回復 し,外 国為替市場が再開 され ると,経 常取引 と資本取引 を
区別 し後者 を規制する ことは現実 には不可能であ り,投 機的,逃 避的資本移動
を防 ぐこ とはで きず,そ れは国際通貨危機 を増幅 した。
国際通貨危機 とは,ア メ リカか らの金流 出の危機であ り,そ れに対処す るた
め には,通 貨当局を金 ドル交換 の要求か ら遠 ざけ,民 間金市場 を沈静化 し,ド
ル切 下げの不安 か ら金への殺到 を生 むアメリカの国際収支赤字 を削減 しなけれ
ばな らない。そのため に1960年代 には,金 プール協 定,ス ワ ップ協定,ロ ー
ザ ・ボ ン ドの発行,一 般借入協 定(GeneralAgreementstoBorrow:GAB)等
の国際通貨協力が組織 された。 しか し,こ れ らは投機的資本移動 に対抗 する国
際金融体制 の能力 を増強 したが,ア メ リカの国際収支赤字その ものを改善す る
ものではなかった。そ こで1963年よ り資本 規制 が導 入 された。同年,外 国証
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券への新規投資に対 して課税することを目的とした金利平衡税が,ケ ネディ大
統領 によって提案 され,1964年に 「54年内国歳入法」の改正 として発効 し
た。その際,こ の間の駆け込み的動 きを封 じるため,提 案 日に遡及 して実施 さ
れた。 また,金 利平衡税の導入により新規投資が急減 したのと引き換 えに銀行
貸付が急増 したため,銀 行貸付 に対 して も課税するという 「ゴア修正条項」が





年には,在 米外国銀行支店の対外投融資に対 して も自主規制が課された(岡 部
1972,島崎1974(上))。
IMFは自らの理念に基づいて国際金融秩序を管理 しえた訳では必ず しもな
い。しか し,西 欧諸国が通貨の交換性 を回復 し,IMF体制が機能す るように
なった1958年か ら,金 の二重価格制が出現 し金 ドル交換が事実上停止 された
1968年までの十年間,様 々の措置を講 じて国際通貨危機に対抗 し制限的国際
金融秩序が維持されたことは,自 由で開放的な国際金融秩序が出現 した現在か
らみれば,特 筆すべ きことである。
19世紀,戦 間期 と対比 して}国 内均衡 と国際均衡の両立 を図るとい うem-
beddedliberalismの理念は,IMF体制の下で実践 された。 しか し,そ こで目
的とされた 「国内安定の要請と両立す る国際通貨関係のシステム」 を形成する
ことは,基 軸通貨国アメリカにとっては,政 策的自律性 と固定相場制に同等の
重要性 を与え,天 秤が前者に傾けばその重量を軽 くし後者とバランスさせるこ




の対外軍事援助に容啄することはで きない。 また,ア メリカの国内経済政策の
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ターゲ ッ トはインフレや失業であ り国際収支で はない。国際収支 を考慮 して国
内経済政策が採 られ たの は,オ ペ レー シ ョン ・ツイス トぐらいの ものであ る
(Gowa1983,p.50)o
アメリカは,政 策的 自律性 を国際 レジームの 上位 に置 き,政 策的 自律性 が国
際 レジームを押 し潰すほ どの重量 になると,国 際通貨協力 によって国際 レジー
ムを支え,資 本規制 によって政策的 自律性 を制約 した。 しか し,そ れが有効 で
あるのは,国 際通貨協力や資本規制が政策的 自律性 を宥め ることがで きる限 り
にお いてで ある。1968年,金の 二重価 格制が 出現 し,ア メ リカは欧州 諸国 に
金 ドル交換 の 自粛 を要請せ ざるをえな くなったが,そ れ と引 き換 えに金融節 度
を求め られ,ベ トナム戦争へ の介入 を制限せ ざるをえな くなった。 また,資 本
規制 を自主規制 か ら強制規制へ と強化 して もその国際収支上 の効果 は乏 しく,
国際資本の不満 を募 らせ るばか りであ った。国際通貨協力や資本規制の諸措置
を動 員 して制 限的国際金融秩 序が維持 されたのは,そ れ らが アメ リカの政策 的
自律性 を侵害 しない限 りにおいてであ り,政 策的 自律性 が制 限されるようにな
ると,国 際 レジームを犠牲 にする ことに躊躇いはなか った。
第二次世 界大戦後の国際通 貨体制の展 開は,国 際収支赤字 を抱 える基軸通貨
国が,自 国の政策的 自律性 を脅か さない限 りにおいて制限的 国際金融秩序 の存
続 を容認 した1958年か ら68年の時期 を 「過渡期」 として,国 際収 支赤字 に直
面す る基軸通貨 国にとってはf自 由 な国際資本移動 を保障す る開放的国際金融
秩序 こそが政策の 自律性 を維持す ることにつ なが るこ とをアメリカが明確 に自
覚 し,そ の ような国際金融秩序 を造 り上 げてい く過程であった。
その第一歩が,黒 字 国責任論 を振 りか ざ し為替投機 を煽 り,諸 国 を通貨切L
げに追い込 むことを目的 としたビナ イン ・ネグレク ト政策である。それを実現
す るためには,ま ず,諸 国に蓄積 された,価 値 を切 り 下げ られることが確実 な
ドルの金 との交換 を要求 されるこ とがあ ってはな らず,あ らか じめ金 ドル交換
が停止 されてい なければ な らない。「金交換性 を維持 した ままで新 たな為替相
場の交渉を行 うのは とて もで きることでは ない」(Volcker,GyohtenX992,訳
p.117)。そ して,通 貨危機 を引 き起 こす投機 的資本移動 を防 ぐため に資本規制
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の 強化 を訴 える 日欧 に対 して,ア メ リカはiIMF体 制の原則 に反す る次 の よ
うな主張 を繰 り返 し,終 始一貫,こ れに反対 した。
「自由な資本移動 は財 ・サー ビスの 自由貿易 と同様 に重要 である。 自由な資
本移動 は国際貿易 を促進 し,諸 国の経 済的厚生 を増進す る。」
「資本移動 は撹乱 的作用 を もた らすのではな くY諸 国が適切 な措 置 を採 る規
律 となる。」
「不適切 な水準の為 替相場 を維持 す るため に資本移動 が規制 され てはな らな
い。」
ここでは,戦 後秩序 の形成期 に,超 国家機関 による国際金融秩序の管理 に反
対 した銀行家 グループの主張が再現 されているが,戦 後期か ら四半世紀 を経て
その 主張は実現 された。それは,金 融的 自由 こそが基軸通貨 国の政 策的自律性
を保障す る とい う経済構造 が出現 した ことと,政 治的指導層が新 自由主義思想
の持 主に よって占め られる ようになった とい う国内 の政 治的 変化 の 反映で あ
る。以rの 結果,「ほ とん どの 国が大幅 な相場変更 に抵抗 した ものの,外 国為
替 市場 は われ わ れが 必 要 とす る調整 を促 す 方 向 に動 い て い た」(ibid.訳p.
124)。ビナ イン ・ネグレク ト政策 は交渉によって実現で きないことを,市 場 メ
カニズム を通 じて実現 した ものであ る(Helleiner1994,p.112)。
開放的国際金融秩序 を形成す るために,ア メリカはさらに次 々と手 を打 って
いった。変動相場 制への移行 に よ り意義 を失 った資本輸 出規制 を1974年か ら
徐 々に解除 し,12月に正式 に廃 止 した。 また,第 一次石 油危機 に際 し,ア メ
リカは,オ イル ・マ ネーの還流 は国際金融市場 を通 じて なされるべ きである と
い う立場 か ら,そ の公的還 流 を 目指 す ウ ィッテ フェ 一ーン構 想 に反 対 し,オ イ
ル ・フ ァシ リテ ィを大幅 に減額す ることに成功 す る。 この ようなア メリカの立
場 は,有 力 な国際 金融市場 をもつ アメリカは,ア ラブ諸 国か らオイル ・マ ネー
を引 きつ けることがで き,そ れ は金融機 関に利益 をもた らすだけでな く,経 常
収支赤字 と財政赤字 をファイナ ンスす る,と い う国民経済次 元の利益 に基づ い
た ものである。 さ らに,第 二次IMF協 定第4条1項 は,「国際通貨制度の基本
的な 目的は,商 晶,サ ー ビスS資 本の交流 を促進す る枠組 を提供す ることであ
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る」 と,改 正 された。 これは,資 本統制 を容認 した第6条 と矛盾するに もかか
わ らず,資 本移動の 自由を保障す る開放 的 国際金融秩序 を認知 した もの であ
る。
開放的 国際金融秩序 は,金 融 的 自由の課す規律 に服す ることを諸 国に要求す
る。1974/75年に,景 気拡大政策 を支 えるため に国際金融市場 か ら大量 の借
入 を行 った イギ リスは,1976年,ポ ン ド危機 に見舞 われ る。通貨危 機 に直面
したイギ リスは,国 際金融市場の信 認を回復す るために,景 気拡大政策 を放棄
しIMFの 求め る緊縮政策 を受 け入れ るか,あ るいは,厳 格 な為 替管理 を導入
して国際金融市場の圧力か ら国内経済 を隔離 し,政 策的 自律性 を維持す るか,
の選択 を迫 られ,結 局,前 者 を選ぶ。国際金融市場 の課す規律 を受け入れる こ
の決定は,イ ギ リスにおけるケイ ンズ連合の終焉 を告 げ,サ ッチ ャリズムに道
を開 くものであ った。 フラ ンスは,1981年,ミ ッテラ ン政権のFで ケ インズ
政策 を実施 し不況 か らの脱 出 を図 るが フラ ン危機 に陥 り,EMSで の二度の基
準相場切一ドげに もかかわ らず,危 機 を収束す ることはで きなか った。そ こでr
EMSを 離脱 して厳格 な為替管理 を実施 し,景 気拡 大政策 を持続す るこ とが検
討 されたが,こ の ような冒険的政策 は採 用 されず,1983年,フ ラ ンスが緊縮
政 策 を実 施 す る こ と と引換 え に,基 準 相 場 を さ らに8%切 り下 げ,40億
ECUの貸付 を受 けることで合意 した。 フランスの政策転換 を契機 にEMSは 安
定 し,ECは 域内市場統合,経 済 ・通貨 同盟 の形 成へ と進み,貨 幣制約の維 持
と自由化 を信条 とす るneoliberalismが定着す る。
開放的国際金融秩序 の下では,ア メ リカもその規律 に服す ることを余儀 な く
されるが,そ の帰結 は英,仏 とは正反対 であ った。1978年に カ 一ーター 政 権 が
提 案 した 「機 関車 論」 は,1979年には行 き詰 ま り,財 政赤 字 と経常収 支赤字
が拡大 した結果,ド ル相場は フリー フォー ルの状態 となった。 この 事態 に対 し
てボルカーは強力 な引締め政策 を実行 した。ボルカーの高金利政策 はアメ リカ
を不況 に陥れ,ラ テ ンア メ リカで は債務危機勃 発 の一一因 とな った。 この こ と
は,ア メリカが金融的 自由の前 に政策的 自律性 を侵害 されたこ とを示す もので
あって も}他 の諸国に対 して金融的パ ワーを失 った ことを示す ものではない。
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高金利政策に よって ドルの信 認を回復す ると,比 類 な き深 さと広 さを もつ 国際
金融市場 を有す るア メリカは,レ ー ガノ ミクス遂行 の中で,双 子の赤字 をフ ァ
イナ ンスす る資 金 を吸収 し,ス トレンジの言 う 「構 造的権 力」(Strange1988,
Chap、2)を遺憾 な く発揮 した(Helleiner1994,Chap.6)。資本移動 の 自由 を保
障す る開放的国際金融秩序 は,英,仏 を金融的 自由の課す規律 に服従 させ ,両
国 にケイ ンズ政策 を放棄す ることを余儀 な くさせたの とは対照 的に,国 際収支
の赤字 を抱 える基軸 国アメ リカには,ド ルに対する信認が確立 されている とい
う条件の 下で 「意図せ ざるケ インズ政策」の遂行 を保障 した。
国内均衡 と国際均衡 をぎ りぎりの ところで両立 させ るとい うembeddedlib-
eralismの構想 を実現 す るため には,天 秤 が政 策的 自律性へ と大 きく傾 けば,
その比重 を軽減 し国際 レジ0ム を維持す る義務 との均衡 を回復す ることが必要
である。 しか し,embeddedliberalismは基軸通 貨国アメ リカの政策の 自由を
制 限す る手段 を用意 しえなかった。そのための手段であ る金 ドル交換 も,ア メ
リカの考え ・つで放棄 される ものであった。そ してその後 も,自 国の政策の 自
由を維持す るために資本規制 を強化すべ きだ とい う日欧の提 案がア メリカに受
け人れ られ ることはなかった。逆 に,国 際収 支赤字 を抱 える基軸通貨国ア メリ
カの政策の 自由 を保障す る開放的金融秩序 が ア メ リカ 自身の 手で形成 されて
いった。金 ドル交換 を停止 され資本規 制が実施 させず金融的 自由が解 き放 たれ
た世界では,ア メリカの利害が ます ます貫徹 する。そ こでは,ア メリカが,メ
キ シコ債務危機やブラ ック ・マ ンデー等 に示 される,金 融的 自由の もた らす危
機 を,IMF,BIS,G7等を動 員 して最後の貸 し手機能 を国際 的 に組織 す る こ
とによって緩和 しなが ら,構 造的権力 を行使 している圃。
3.2.自由貿易 と開発途上国
戦後世界経済 におい て,開 発途 上国 は 自由主義 をembed(囲い込 む)と い
うよりもさらに強 くそれ を制 限 した。途L国 は資本移動 の 自由だけでな く自宙
貿易 をも否定 した舳。
1946年に ア メリカ によ って呈示 され た国際貿 易機 関憲 章 草案 は,自 由貿





カ,イ ギリス,カ ナダを中心 とするグループと,途 上国,オ ース トラリアを中
・亡、とするグループの議論の結果,国 際貿易機関憲章は,自 由貿易体制を実現す
るための諸規定を定めた第4章 「通商政策」 と並んで,第3章 「経済発展およ
び復興」で,そ れとは性格を異にする,開 発金融,国 際投資,途 上国間特恵協
定および商品協定等の,途 上国に対す る様 々の特別規定を有す ることになっ
た。 しか し,それらのうちの0つ がGATT第18条 「経済開発に対する政府の
援助14}」として取 り入れ られた以外は,途 上国に対する特別規定はGATTには
引 き継がれなかった。GATrは途上国の要求を切 り捨てて出発 したのであ り,
それ故,発 足当初から途上国か らの厳 しい批判に曝された。そして,GATrは
基本原則である無差別主義に反する特別待遇を途上国に与えて きた。
途上国に対する特別待遇を正当化 したのは,介 入主義に基づ く途上国の共同
行動である。途上国は,「平等の待遇は先進国と開発途 上国との間の不平等 と
いう状況を作 り出す」(Longl985,訳P.113)という ドク トリンと,国 際収支
の悪化や一次産品貿易の不振 とい う現実に基づ き,工 業化を達成するために保
護主義を実施 し,新国際経済秩序を樹立しようとした。途上国がこのような行














以 ヒの理由から,途 上国は自由貿易の利益ではな く不利益を主張 し,GATT
の自由貿易ルールを修正するという臼標を共有 し,ブ ロックとして先進国に対





た。1958年1ハー バ ラー報告が発表 されるが,そ れは真理の基準 を比較生産
費説に置いていた。 また,同 報告に基づ き,途 上国貿易問題をテーマ とする第
三委員会が,工 業製品貿易を扱 う第0委 員会,農 産物貿易を扱 う第二委員会 と
並んで設置 されるが,そ こでは具体的議論が進 まなかったために,1962年,
途r国 グループ(21力国)は 実行計画案 を提出 した。 しか し,その内容が,
途上国の関心品目の貿易を拡大することを目指 して,先 進国に,関 税,非 関税
障壁の ラデ ィカルな撤廃を要求するものであったために,3963年の閣僚会議
での議論はその具体的内容 を骨抜 きにすることに終始 した。途 上国貿易に対す
るこのようなGATTの姿勢 を転換 したのはUNCTADのインパク トである。
1960年の途上国の大量加入を背景に,国 連では途上国の経済発展が大 きく取
りr__げられ,1962年にはUNCTADの開催が決定 され,63年の準備委員会で
はGATT改革が提案 される等の動 きがみ られた。 この ような動 きをGATTは
無視することはできず,特 恵に関する作業 グループが設立 され,ま た,「締約
国が途上国の貿易の拡大に関する責任を果たすことができるe適 切な法的 ・制
度的枠組の必要性」(Dam1970,P.237)が認識 され,適 切 な修正案 を用意す
る任務が委員会に課 された。そ して,こ の委員会での検討は急速に進め られ,
UNCTADが設立 される直前の1964年11月にGATr第4部 「貿易及び開発」
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が採択 された(発 効 は1966年)(佐分1983,p.43)。
第4部 の核 心は,第36条1項 で,GATTの 目的が 「すべ ての締約 国の生活
水準 の引上げ及び経済の漸進 的開発」 を含み,こ の 目的の達成が途上国に とっ
て緊急の ものであ ることを認め,同 条8項 で,先 進国 は貿易交渉 において途上
国に相互主義 を期待 しないことを規定 してい る点にある。先進国 と途上国 との
交渉では相互主義 を適用 しない とい う考えは第36条 で初 めて現 れた ものでは
ない。ケ ネデ ィ ・ラウン ドのための1963年の閣僚会議では,「先進 国,途 上国
間では非相互主義 を」 とい う合意が成立 してお り,ケ ネデ ィ ・ラウ ン ドに先 立
つ デ ィロン ・ラウン ドにおいて も,EECは 同様 の表 明 を していた。第36条 の
新 しい点 は,非 相 互主義 を もう一つ の原則 と して確 立 した こととi第28条 の
2に基づ いて実 施 される,ラ ウ ン ドと呼 ばれ る多 角的交渉 だ けで な く,第18
条(経 済開発 に対する政府の援助),第20条 ←一般的例外),第33条(無 効化
又 は侵害)に 基づ いて行 われ るすべての関税交渉 と,そ の他の手続 に,そ れが
適用 される ことを明確 に した点 にある(Dam1970,p.238)。第37条 で は,冒
頭か ら 「先進締約 国は,可 能 な最大 限度 において」 とい う限定 を設け,こ の限
定が物 理的 な意味 と誤解 され ないため に,さ らに,「す なわち,や む を得 ない
理 由(法 的な理 由 を含 む。)に よって不可 能である場合 を除 くほか」 と述べ た
うえで,先 進 国は途上 国の関心 品 目の市場開放 を行 うことを規定 している。第
38条で は,途 上 国の開発 を促進す るために締約 国は共 同行動 を採 らねば な ら
ないこ とを規定 してお り,同 条(f)に 基づ き,第 三委員 会 に代 わ り,貿 易 開
発委員会が設置 され た。。
第4部 に対 しては,肯 定的,否 定的両面の評価 が可能である。第4部 の諸規
定 は拘 束力のあ る義務ではな く先進 国の努力 目標 を設定 しているにす ぎず,そ
のため 「第4部 の案文作成 は,何 もない ところに約束が あるかの ように見せ る
技術 において新 たな高み に達 した」(Hudec1987,訳p.61)と酷評 されるほ ど
である{'5)。途上国の立場か らみ て,第4部 の と りわけ大 きな問題は,ま ず,第
4部起 草時 に途上 国貿易 の拡大策 と して 大 きな関心 が示 され たに もか かわ ら
ず,特 恵 に関す る規定が含め られなか ったこ とである。チ リとイン ドによる特
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恵 に関す る提案 は拒否 され,途 上国間の地域的特 恵協定 を認める とい うア メリ
カの提 案 も考慮の外 に置かれた。 もう一つの問題は農産物 に関す るコ ミッ トメ
ン トの 欠落であ る。 第36条4項 では,一 次産品の世界市場へ の進 出のために
より有利 な条件 を設けることが謳われているが,途 上国の輸 出を促進す るため
に,先 進国 に農業政策の変 更 を求め る規定 は削除 された。以 上の 二つ の 欠落
は,無 差別 主義 とい うGATTの 基本 原則 を維持 す る と同時 に,自 由貿 易 に最
も反す る政 策の変 更を拒 否す る とい う先進 国の決 意 を示す もの であ る(Dam
1970,pp.241～242)。しか し,第4部 が,国 際経済が 同質の国 々か ら成 るこ と
を前提 とした無差別主義 を修正 した意義は過小評価 されるべ きではな く,上 述
の辛辣 な評価 を下 した同 じ論者 の 言葉 を引用すれば,実 際の交渉 において途 ヒ
国は優遇措 置 を求め る際 「繰 り返 し繰 り返 しこれ らの原則 に依拠 した。それ
らは法で はないが,ガ ッ トの議題 を左右 して きたのであ る」(Hudec1987,訳
p.64)p
ケネデ ィ ・ラウン ドでは,相 互主義 を適用 しない とい う合意 に基づ き,途 上
国 は,関 心 品目の4分 の3に ついて代償 を提 供す るこ とな く関税 引 下げの利益
を獲得 したにもかか わ らず,ラ ウ ン ドの成果は途上国 にとって極 めて不満足 な
ものであった⑯。相互主義が適用 されない とい うこ とは,途r国 の利 益は,見
返 りな しに譲許を提供す る先進国の 自発性 に依存 しているこ とを意味す る。 し
か しy先 進国 と,譲 許 として与 えるべ き多 くの もの を有 していない途上国 との
間で,譲 許のバ ラ ンス を重視せ ざるをえない二国間交渉が行われる限 り,途 上
国は,途 上国が満足す るだけの譲許 を見返 りな しに供与す るほ どの 自発性 を先
進国が発揮す る と期待す ることはで きないであろう。 こうして途上国は,要 求
を実現する場 として,制 約の多いGATTで の関税 交渉 よ りもUNCTADに 期待
を寄せ るようになるのであ る。
UNCTADは第4部 に挿入 され なかった特恵 を実現す る原動 力 となった。途
上 国に対す る特恵 は,市 場撹乱が生 じる場合 を除いてすべての先進国が途 上.国
のすべ ての関心 品 目に対 して供与す る一般 特 恵制度(GeneralizedSystemof
Preference:GSP)として実現 され た(1T〕。1968年sこれ まで 一般 的最 恵国待 遇
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の原則に固執 し特恵 に反対 していたアメ リカが賛成 に転 じたこ とを契機 に(1&),
UNCTADにおいて,GSPを1971年か ら10年 間の期 限で実施す るこ とが合意
され,こ の合意 をGATr締 約 国が実行す るため に,GATrは,第25条 に基づ
き,GSPに 対 して1971年6月か ら10年間のウェーバー を与 えた(19)。しか し,
一般特恵は先進国に よって 自主的 に与 え られ るものであ り,義 務的 なものでは
ない。東京 ラウ ン ドでは授権条項が採択 され,暫 定的 に認め られていた 一般特
恵 と途上国に対す るその他の優遇措 置に恒久的な法的根拠が与 えられた。 とは
いえ,そ の法 的性格 が変 わったので はない。「『授権条項』 は,特 恵 に恒 久的な
法的根拠 を与 える ものではあ るが,特 恵 を付与する法的義務 を設ける ものでは
ない。 よって 『授権条項』 とい う名称 になってい る」(Long1985,訳p.112)。
他方,GSPの 恒 久化 と引換 えに,授 権 条項 には,異 なるかつ 一層有 利 な待遇
の途上国への供与がs最 恵 国待 遇の原則 に基づ く関税,非 関税障壁軽減,撤 廃
を妨げてはな らないこ と(第3条b)と,・ 定の発展段 階 に達 した途上 国 を…・
国全体 と して,あ るいはその よ うな途上国の特 定の品 目をGSPの 対象外 とす
る とい う 「卒業」規定(第7条)が 導 入された。
S&Dの獲得が基本戦略 とされる限 り,途r国 の多角的交渉へ の参加 は勢 い
消極的 となる。 しか し,貿 易政 策 とGATTに対す る途 上国の姿勢 は1980年代
に大 きく転換 した。1980年代の債務危機 を契機 にラテ ンア メリカ諸 国は輸 入
代替工業化政策 を放棄 し,一 方 的 自由化 を余儀 な くされ,東 ア ジアにおいて
も,NIEsに続 きASEAN諸国が1980年代後半以降外資 に依存 した工業化 を実
現 した。 こう して途上国の自由化への収敏 と階層分化が生 じた。その結果,途
上 国にとって は,ブ ロック として行動 しS&Dを 求め るので はな く,多 角的交
渉 を通 じて 自国の利益 を追求す るこ とが有利 となった。 また,NIEsをは じめ
とす る途 ヒ国の世 界貿易に占め るシェアがL昇 す るにつれて,対 米摩擦が激化
し,途 上 国は,ア ンチ ・ダンピング提訴,相 殺関税提訴,特 許侵害提訴,さ ら
にはスーパー301条等のア メリカの一方主義 の脅威 に曝 され るようになった。
さらにア メ リカは,NIEsに供与 していたGSP適 用 商品の範 囲 を1980年代後
半 か ら徐 々 に狭 め,1988年1月 そ の 廃 止 を宣 言 した(1989年1月 よ り実
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施(20))。こう した中で,S&Dの 価値 は低 下 し,途L国 は,ア メリカの一方主義
を抑 えるために多角的 システムを強化す ることに利害 を見出す ようになった。
先進 国市場へ のアクセスを獲得する こと,差 別 的貿易制限 を規制す ること,こ
れが途上国 に共通の利害 となった。
以r._の理由か ら,途 上国はウルグアイ ・ラウン ドに積極的 に参加 し,こ れ ま
で拒否 していた先進国 との相互 主義的関係に入 るようになった。途r国 の多角
的交渉への積極 的参加 を促 した もう一つの要因 は,ウ ルグアイ ・ラウ ン ドでは
…括受諾 方式が採 用 されたことである。 …括受諾方式 では,す べ ての加盟 国が
すべ ての協定 を受け入れね ばな らない。それが可能であるためには,ど の加盟
国 も協定全体 を通 じて与 えた譲許 と受けた譲許のバ ランス シー トに 「満足」 し
なけれ ばならな らずfこ の ような状況 を達成す るために,先 進 国 と途r_国の壁
を越 え,ま た分野 を またが って譲 許の交換 が行 われた。交渉 グルー プ と して
は,農 産物貿易の完全 自由化 を主張す る,先 進国,途 上 国14力 国か ら成 るケ
ア ンズグループが形成 された。交渉分野でみ る と,次 の よ うなlinkagestrat
egyが展開 された。サー ビス貿 易等の新分野 を交渉に含め ることを考 えていた
先進国 は,MFAに よって規制 され てい る繊維貿易 を交渉 事項 とす る とい う途
上国の要求 を拒 否で きなか った。 また,米 ・EUの確執 か ら農業交 渉が行 き詰
まった とき,農 業分野での合意がサー ビス貿易,TRIPs等での合意 の条件 とさ
れた。そ して途上国は,熱 帯産品 に対す る市場 ア クセ スの改善のためには,自
国市 場 の 一層 の 開 放 を受 け入 れ ざ る え なか っ た(柳199(中),p.67,嶋田
2000,p.159)。こうしてウルグアイ ・ラウン ドが妥結 した。
3.3.グローバ リズム ・マルテ ィラテラ リズム ・リージ ョナ リズム
1970/80年代の経済危機 を契機 に,資 本主義の矛盾 を緩和 す るための計 画
によってこれ まで市場 メカニズムの作用が制限 されていた領域である国際資本
移動 と開発途上国 を,そ の計画の挫折 とともに,市 場 メカニズムが包摂す るよ
うに なった点 に,1960年代 の 「国際化」 とは異 なる現 在の 「地球化(グ ロー
バ リゼー シ ョン)」の意義が ある。 そ して グローバ リゼー シ ョンの出現 は,通
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商関係 を多角 主義へ と一元化 していったのではな く,多 角主義 と並 んで地域主
義の大 きなうね りをもた らした。そ こで第二 の問題に移 ろ う。
多角主義であれ地域主義であれ,そ れが有効 に機能するためには市場 メカニ
ズム を前提 とす る。両者の相違 は,自 由化 を どの ような方式で進め るか,す な
わち無差別主義 に よるか域外 差別 を伴 うかの違 いであ る。1990年代 にな り,
WTO協 定の成立 と並行 して地域 経済圏が次 々 と誕 生 し,ま た休眠状態 にあっ
たそれが活性 化 し,多 角主義 と地域主義が ともに強力 に実行 されているが,そ
の根底 には市場 メカニズムが よ り広範な領域 を捕 らえるようになったこ とがあ
る。市場 メカニズムが よ り広範 な領域で貫 く事態 をグローバ リゼー シ ョンと呼
ぶ こ とが で きる。 しか し,グ ローバ リゼー シ ョンの 出現 は,単 に 「ヒ ト,モ
ノ,カ ネr技 術,文 化等様 々の分野で国境 を越 える動 きが活発化 し,世 界大で
の相 互作用 を及ぼ しあってい る状況」(通産省1998,p.16)と理解 すべ きもの
では ない。そ れは,戦 後世 界経 済体制 の解体 と再 編 言 い換 えれば,embed-
dedliberalismからneoliberalismへの移行,途 上 国の 自由化へ の収敏あるいは
体制内化 と表裏一体 の関係 にある。
地域主義 に関 して考察すべ き問題 として,次 の二つ を設定 したい。第一は,
市場 メカニ ズムの作用圏域が拡大 している状況で,資 源配分の効率性では 自由
貿易 に劣 る地域主義がなぜ追求 されるのか,と い う問題である。第二 は,関 税
同盟の理論が,関 税 同盟は域外 差別 を伴 うため資源配分の効率性 では 自由貿易
に劣 ることを教 えることか ら,資 源配分 の非効率性 を理由に,地 域 主義の拡大
が世界経済 を不安定化する とい う考 えの当否であ る。前者の問題か ら考察 しよ
う。
地域主義 は域外差別 に基づいた域 内 自由化 を実行する。 したが って,地 域経
済 圏の形成過程 を明 らかにす るためには,同 盟 国が 自由化 を実行す る過程 と,
自由化が無差別主義 に基づいた多角主義ではな く,域 外差別 を伴 う地域主義へ
と行 き着いた理 由が明 らか に されね ばな らない。NAFrAの場 合 を取 り上げる
と,1982年の債 務 危機 後,メ キ シ コは 直 ち に構 造 調 整 を実 行 した。 そ して
1985年か らは貿 易 自由化 に着 手 し,1986年に はGATTに 加盟 し,ウ ル グ ア
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イ ・ラウン ドで も積極的に交渉 に参加 した。 さらに外資法 を改正 し,債 務危機
発生 と同時 に実施 した銀行 の国有化 を解除 した。 こ うして同盟国の 自由主義の
採 用 とい う地域主義の前提条件が実現 された。 メキシコは当初,貿 易,投 資の
ア メリカへ の依存が過 度に大 きくなることを懸念 して,ア メリカとの地域協定
は限定的 な もの とし,多 角主義 を重視 していた。 しか し,以 上の ような自由化
と多角主義 の組合せ に よっては経済成長に不可欠な外 国資本 を呼 び込むこ とが
で きないことか ら,メ キシコはアメ リカとの 自由貿易協 定の締結 に向かった。
他方,巨 額 の経常収支赤字 を抱 えるアメリカは,優 位性 をもつサー ビス貿易,
知 的財 産権,国 際投 資 とい う新分 野 の ル ー ルの 策 定 を企 図 す るが,同 じ く
1982年のGATT閣 僚会議で途上 国の反対 に遭 いr多 角的交渉で これ を実現す
る こ との 困難 を痛 感 し,地 域 主義 に傾斜 す る。NAFI'A形成 に至 る米墨 交渉
は,多 角主義 を採 るか地域主義 を採 るかは,同 じ目的(メ キシコに とっては外
資 を呼 び込み経済成長 を実現す ること,ア メリカにとって は新分野の ル0ル を
策定す ること)を 達成す るための手段 の選択 の問題であ ることを示 している。
こうして利害の…致 した米墨に カナ ダが加 わ り,1992年,NAFTAは基本的合
意 に達 し,1994年,労働条件 と環境基準 に関す る補完協定 の成立 を経 て発 効
した。 カナ ダがNAFTAに 参加 したのはrア メリカがhabと な り自国がspoke
に位置付け られ る構 造が形成 される ことを阻止す るためであ る。NAFTAの成
立に成功 したアメリカは,さ らに,チ リとのNAFTA加 盟交渉,米 州 自由貿易
地域(FreeTradeAreaoftheAmericas:FrAA.)の形成y閣 僚級政治家の意見
交換 の場 として創設 されたAPECを 貿 易,投 資の 自由化 に向けて の交渉の場
へ と制 度化す る,等 の方法 で新興市場へ と地域主義 を拡 大 した。 これに対 して
開発途 上国 もAFTA,MERCOSUR等の途上国 を構 成国 とす る自前の地域経済
圏 を形成 して,ア メ リカ主導の 自由化 に対抗す る。 こうして地域経済圏が世界
経済 に構 造化 された。
現代 世界経 済では,1930年代 にはなされ なか った,最 後の貸 手機能 を国際
的に組織 するこ とによ りその不安定性 を補いなが ら,グ ローバ リゼー シ ョンが
進展 し,そ の舞台の上で,諸 国が,市 場 メカニズムの作用圏域が拡大す るこ と











コス ト国にシフ トするか,高 コス ト国にシフ トするかによる区別である。すな
わち,関 税同盟形成の結果,高 生産費の国内生産者による供給が}低 生産費の
同盟国による供給に代替される場合に貿易創出効果が生 じ,低生産費の域外国
からの供給が高生産費の同盟国からの供給に代替される場合には貿易転換効果
が生 じる(Viner1950,Chap.N)。しか し,古典派経済学の伝統に従い,需 要
条件を考慮せず,ま た,無 限の供給の弾力性 を前提 とした結果,ヴ ァイナーの
分析は,関 税同盟形成の生産効果だけを考慮 し,価格変化か ら生 じる消費効果





に維持 されるように対外共通関税を調整 し(引 き下げ),貿易転換効果の発生
を阻止することによって,構 成国は同盟形成により利益を得ることがで きるこ
とを示 した。 しか し,関税同盟がその経済規模の大きさを利用 し,交易条件 を
改善 し効用 を高めるために最適関税を課すならば,最 適関税率は,域 外貿易を
同盟形成以前の水準に保つ関税率よりも高 くな り,したがって,同 盟形成によ
り構成国の効用が高まるとは限らない。
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以上の ような関税 同盟 の理論 の流 れ を踏 まえ,ク ル グマ ンは,1990年代 の
地域経 済圏の興 隆 とい う現実 を前 に して,独 占的競争の理論 に基づ き次の よう
な議論 を展 開 した。世界 はN個 の地域(provinces)から成 る。 これ らの地域
は同等の規模 をもち,各 地域 は一つ の財の生産 に特化 している。 そ して,す べ
ての地域で生産 され る財 を等 しい割合 で消 費す る とい う共通の効 用関数 を も
つ。 これ らの地 域が 統合 し,同 等 の規模 のB個 の 貿 易 ブ ロ ック を形 成 す る
(したが って,各 ブロ ックの地域 数はN/Bと なる)。各貿易 ブロ ックは域 内で
は 自由貿易 を行 い,域 外 に対 しては効用 を最大化す る最適関税 を課す。 ここで
問題 は,世 界全体の厚生が貿易 ブロ ックの数Bに 依存 す る ことで あ る。貿易
ブ ロ ックの最 適 な数 は1,すなわ ち世 界全 体 で 自由貿 易が 行 われ る場 合 で あ
る。 しか し,こ の ことか ら,Bが 小 さけれ ば小 さいほ ど厚 生が増大す る と考 え
るこ とはで きない。貿易ブ ロックが存在す る限 りsBの 減少 は関税 同盟の正負
両面の効 果をもた らす。Bの 滅少 は域 内 自由貿易 を拡 大す る点では貿易創 出効
果 をもた らす。他 方,次 の ような場合 には,貿 易転換効果が生 じる。(1)与え
られた関税率の 下で,異 なるブロックに属す る地域 間の有利な貿易が,ブ ロ ッ
クの拡 大によ り,ブ ロック内部の不利 な貿易 に代 替 される。(2)ブロックが拡
大す る と,規 模の大 きさを利用 してよ り高 い対外 関税が課 される。 そ して クル
グマ ンは,効 用 関数 を特定化 して,B富3の ときに世界全体の効用 は最 も小 さ
くなることを導 き出す(Krugman1991)。
世界経済が北米地域,EC/EU,東 アジア経 済圏 の3地 域 に分か れ る とい う
1990年代 の状況 を念頭 に置 いた,い か に もクルグマ ンらしい挑 戦的 な結論 で
あ る。 しか し,1980年代 前半の ドル高のsustainabilityの問 題 をい ち 早 く見抜
き,東 アジアの経済危機 を予想 した とされ るクル グマ ンだが,地 域化する世界
経済に関す る見通 しは妥当 した とはいえない。形成 される地域経済圏の数を読
み間違 えた と言うことは可能であろ う。 しか し,問 題 は関税 同盟の理論その も
のに内在す る。 とい うのは,関 税 同盟の理論 は,_._の資源 を前提 とし,そ の
配分の効率性 を,一 国が関税 を設定す る場合 と関税 同盟 を形成す る場 合 とで比
較す るが,市 場 メカニズムの作用圏域 が拡大 し利用可能 な資源,市 場 が拡 大 し
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ているのが現状 だか らである。地域主義の負の作用 を緩和 した もう一つの要 因
は,多 角主義の規律が強化 され,対 外共通関税 は多角 的交渉 の中で共同決定 さ
れ,関 税同盟 は構成 国の効用 を最大化す るために最適 関税 を設定 しているので
は な い こ と で あ る(後 者 の 点 に つ い て は ク ル グ マ ン も認 識 し て い る
(ibid.1991,p.22))。
現代世界経済で は,グ ローバ リゼー シ ョンとい う舞台の上で多角主義 と地域
主義が並行的に進行 している。地域 主義が多角主義 とともに活動の舞台 として
い るグローバ リゼー シ ョンの出現 は,利 用可能な資源の増大 をもた らし,そ れ
による利益 は地域主義 の結果生 じる資源配分の歪 みによる損失 を補 っている。
グローバ リゼー シ ョンを土台 として地域 主義 と並 んで展開 されている多角主義
の規律の強化 は,地 域 主義 に よる資源配分 の歪 み を小 さ くした。 グローバ リ
ゼー シ ョンの出現 と多角主義の規律の強化が,地 域 主義の負の経済効果 を緩和
した。現代世界経済の不安定性 は地域主義 の興隆ではな く,む しろ地域 主義 を
手なづ けるこ とに貢献 した これ らの要因か ら生 じてい る。NAFrAを例 に取 る
と,そ の形成がneoliberalismの土台 の上で な され たこ とに起因す る,メ キ シ
コにおける貧富の格差の拡 大や通貨危機等の問題 は,NAFTAが域 外差別 を伴
うことか ら生 じる,貿 易創 出効果 と貿易転換効果の大小 関係 とい う,計 測可能
性 自体疑 わ しい問題 よりも,は るかに大 きな重要性 をもつであろう。
グローバ リゼー シ ョンの出現 は,自 由主義 を地域的にだけでな く,国 際機関
を通 じて,無 差別主義 に基づ いて制度化す る動 きを加速 した。その問題性 を,
途上 国のWTO体 制への抱摂 と,自 由主義 を財 ・サー ビス貿易 の領域 を越 え,
国 際 投 資 に まで押 し広 げ る こ と を狙 っ た 多 数 国 間投 資 協 定(Multilateral
AgreementonInvestment:MAI)交渉 を取 り上げて検討 しよう。
[1]開発途上国 とWTO体 制
ウルグアイ ・ラウ ン ドの妥結 を促 した 一つ の要因 は,S&Dを 求め多角 的交
渉 に背 を向けていた途 ヒ国が 自由化 を受 け入れる ことを余儀 な くされた結果,
貿 易の利益 を求め多角的交渉 に積極的に参加 し,妥 協 を重 ねた ことである。 ウ
ルグア イ ・ラウン ドの成果の中で途上国の利益 となる と考え られているのは次
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のこ とである。第…は,こ れ まで 自由化 の対象外 であった農産物 に多角的ルー
ルが適用 される ことに よ り,ま た,従 来GATrの 枠 外 に置 かれ てい た繊維貿
易 のGATr回 帰 に よ り,市 場 アクセスが改 善 され た こ とであ る。 第二 は,多
角的規律や紛争解決 メカニズムが強化 された ことであ る。 しか し,こ れ らの利
益 は,先 進 国 は農 産 物 市 場 の 開放 を行 って い ない,ア メ リ カ,EUに よる
MFA廃 止へ の動 きは牛歩 の如 くであ る,ア メリカは議会 の圧力 のために,ア
ンチ ・ダ ンピング発動 の制限 に本腰で取 り組んでいない,等 の点で限界を もつ
ものであ る(吾 郷2000,PP.21～31,嶋田2000,pp.2ss～277)。途上 国 の もう
一つ の大 きな関心事 であ るS&Dは ,WTO協 定 では どの ように具体 化 されて
いるだ ろうか。 ウルグアイ ・ラウ ン ドの開始 を告 げるプ ンタ ・デル ・エステ宣
書では,先 進国は貿易交渉において途h国 に相互主義 を期待 しない ことが謳 わ
れ,WTO協 定において も,次 の ようなS&Dが 途一r.国に与 えられた。
(1)農業 に関す る協 定では,輸 出補助 金 を予 算ベ ースで36%,数 量 ベー ス
で21%削 減す る ことが合意 されたが,途 上 国に対 しては削減幅 はその3分 の
2,す なわ ち,予 算 ベ ースで24%,数 量 ベー スで14%に 抑 え られ た。 また,
削減 の対象 となる補助金 は,先 進 国の場合 は6類 型だが,途 上国の場 合は4類
型 とされた(第9条)。 そ して,保 護 の削減 を実 施す る期 間につ いて は,先 進
国に対 して は6年 と定 め られたのに対 して,途 上 国対 しては10年 とされ,後
発 開発 途h国(LDC)は 保護 削減 の コ ミッ トメ ン トか ら免 除 され た(第15
条)、,
(2)貿易関連投資措置に関す る協 定では,内 国民待遇お よび数量制限の禁止
に反す る貿易関連投資措置 を撤廃する期間 と して先進国に対 しては2年 が設定
され たのに対 して,途 上国 に対 して は5年,LDCに 対 して は7年 が与 え られ
た(第15条2項)。
(3)補助金及 び相殺措置 に関する協定では,輸 出補助金の撤廃 については,
LDCと,1人 当た り国民総 生産 が年 額1,000ドルに達 しない途L国 に対 して
は,そ の義務が課 されず,そ れ以外の途 上国に対 しては8年 間の猶予期 間が 与
え られた。 「輸入物品 よ りも国産物 品 を優先 して使 用す る ことに基 づいて交付
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される補助金」の撤廃 につ いて は,途 上 国に対 しては5年 間,LDCに 対 して
は8年 間の猶予期 間が与 えられた(第27条2項)。
(4)GATSでは,途 上国は,サ,_....ビス に関す る競争力の強化に比例 して漸進
的にサー ビス貿易の 自由化 に参加する ことが規定 された(第4条1項)。
しか し,こ れ らのS&Dは,一 括 受 諾方 式 に よ り先進 国 と途上 国 に普遍 的
ルールを適用 したうえでの,途 上 国に対す る特 別措置であるにす ぎない。重要
なことは,普 遍的 ルールに特 別措置が設け られていることよ りも,普 遍的ルー
ル としての自由主義が途上 国に決 して有利 ではない ことである。 と りわけ,外
国投資 を国内産業 の発展 に結 びつけるこ とに資す るロー カル コンテ ン トや輸 出
入均衡要求 を禁ず るTRIMs,知的財産権の保 護 を強化 し,途 上 国へ の技 術移
転 の コス トを高め るTRIPsは,途上国の開発政 策 を大 きく制約す る もの であ
る。
「GATr/WTO合意 は,途 上 国 の 『特 別 の かつ 異 な る地 位』 を認 め て い る
が,そ れは,構 造的 に決定付 け られた差異 に基づ くものではな く,先 進 国 より
も長い調整期間 を与 えるこ とによって克服 され るギ ャップ と見な されている」
(Bello1999,P.7)。先進 国 と途上 国に普遍 的ルール を適用 した うえでの途上国
に対す る経過措置 としてのS&Dの 賦与,と い うWTO協 定の構 造 は,先 進 国
本位の国際経済秩序 に異議 申立 を行 い,新 国際経 済秩序 を樹立す るとい う途上
国の共同行動が挫折 し,途r国 が 自由主義に包摂 された とい う現実の法的表現
である として も,そ れは,途 上国の開発 に資す る最適の もの とは対極 にあ る。
次期 ラウン ドの 開始 につ いて合意す るために,1999年にシア トルで 開催 さ
れた第3回WTO閣 僚会議は,途 上国の抵抗 が一 因となって失敗 に終わ った。
途上 国の抵抗 を招 いた直接 の要因は,グ リー ンルーム会合 といわれ る先進国中
心 の交渉方式(主 要国が合意の シナ リオを書 き,関 係する一部の途上国 を,そ
の名称がそ この絨 毯の色 に由来す るグリー ンルームいわれる部屋 に呼び意 見を
聞 くとい う根 回 しの 方式。 これ で は大 多 数の 途上 国 は交 渉 の将 外 に置 か れ
る幽)と,貿 易協定 に労働 基準 を導入 し,違 反に対 しては制裁 を行 うとい うア
メリカの 毛張であるが,そ の根底 には,「途L国 は,専 ら先進 国の利益の ため
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に作成 されたルー ルに適応す るため に もが いている」,そ してyそ の 費用 たる
や,WTOの ルールを適切 に実施す るため に必要 な人的 ・行政的資源が大幅 に
欠如 している最貧国の経済発展 のための年 間予算 を超 え るほ どであ る(Finan-
cialTimes,November291999),とい うウル グアイ ・ラウン ドの結果 に対す
る途 上国の不満が ある。
[21多数国間投 資協定(MAI)の 挫折
ウル グア イ ・ラ ウン ド妥結 の成功体験 に後押 しされe1995年5月,国 際投
資の 自由を保障す る枠 組 を構築 す る ことを 目的 と して,OECDで 多数 国間投
資協定交渉が 開始 された。
直接投資 の領域 にお いて も,1990年代 を境 に,そ の規範構 造 は 自由主義 的
方 向へ と大 きく転換 し,そ の ような規範構造 の及ぶ範囲は先進国だけでな く途
L国 にまで拡大 した。国際慣習法h,国 家 は,自 国民が外 国で営業活動 を行 う
権利 を要求す ることはで きず,し たがって,国 際 法による制限の ない限 り,外
国投 資の受入れは受入国の 自由に属す る。国家 は,外 国投資の問題 を規律す る
国内法(投 資法)を 定め,外 国投 資を制限あるいは誘致す るために,そ の受入
れ,設 立 に,パ フ ォーマ ンス要求等 の様々の規制 を課 して きた。 しか し,1990
年 代以 降,こ れ まで とは対 照的 に,自 由主義 に基 づ き,外 国投 資 を制 限,歪
曲,差 別,禁 止す る措置 を撤廃す ることを原則 と した多数国間条約が多数締結
され るようになった。 この ような多数国間条約 として,ア ンデス条約}南 部共
同体(MERCOSUR)設 立条約,NAFTAと いった地域協 定やWTO協 定等の多
角協 定 を挙げ ることがで きる。WTO協 定は,規 律の対象 を財貿易 だけでな く
サー ビス貿易,投 資,知 的財産権 に まで拡大 しているため,GATS,TRIMs,
TRIPs,「紛争処理 に係 わる規則 お よび手続 に関す る了解」 におい て,外 国投
資に関す る規 定を含んでいるが,そ れ らは,基 本的に,投 資それ 自体の 自由化
と保護ではな く,貿 易 自由化 を目的 とした ものであ るため,そ の対象範囲は限
定 されている。他方,地 域 協定は投資問題 をよ り広範 に取 り扱 ってい るが,そ
れが包摂 す る地域 は南北 アメ リカ大 陸に限 られ る。 これ らと比 較 して,MAI
は,広 範 な投 資 問題 を対象 とし,ま た,OECD加 盟国 だけで な く広 範 な途上
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国も参加することが予定されてお り包括性をもつと同時に,投 資の自由化 と保
護に関する高い基準を設定 している点で画期的なものである。
MAIは,投資自由化,投 資保護,紛 争処理に関する規定,す べての締約国
に適用される一般的例外,国 別留保,の 五つの柱か ら成る('13)。投資自由化 に関
しては,最 も有利な立地条件の国に国際投資がなされ,国 内,諸 外国の投資 と
平等な条件の下で自由な活動が保障されるとき,世界全体の厚生は最大となる
とする自由主義に基づ き,第nl条「投資家及び投資の待遇」で,内 国民待遇,
最恵国待遇,透 明性,パ フオーマンス要求,投 資インセンティブ,の 五つの主
要義務(最 後の一つは合意に至 らず将来の交渉に委ねられた)を 定めている。
MAlの特徴は,企 業を当事者 とし,投資家 にこれまでにない強い法的立場
を与えている点にある。 このようなMAIの問題は次の点にある(小 寺2000,
補論,Wallach1998,Kobrin1998)。
(1)MAIでは,投 資 とは,直 接投資だけでな く間接投資 さらには知的財産
権等をも含む広範なものと定義されてお り,そのような広範な投資に関して,
上記の五つの主要義務が定め られている。そ してあらゆるレベ ルの政府(中
央,州,地 方)の 措置がこれらの義務に服 さねばならない。
(2)多くの二国間投資条約では設立後の投資に対 して内国民待遇を供与する
ことが,義 務付けられているが,MAIでは,設 立以前の投資に対 して も内国
民待遇の供与が義務付けられてお り,外国投資の新規参入を阻止する法律や政
策 は排除 される(OECD諸国が内国民待遇の義務 に反 して実施 している法
律,政 策は各国別例外に入れられる)。同様に,最 恵国待遇 も設立後だけでな
く設立前の投資に関 して も義務付けられている。
(3)最恵国待遇原則に従えば,人 権侵害や環境破壊 を犯 している国からの投










合で も投資家が申立を行 うことができるのである。 しかも,二 国間投資協定で
は投資家対国家の紛争解決に当た り投資受入国の国内法が適用されるが,MAI
ではMAI等の国際法が適用 される。MAIは,投資家 自身がMAIに規定 され
た投資家の権利義務 を実現する仕組みとなっている。
(5)第IV条「投資保護」2項 「収用お よび補償」は,「収用または国有化 と
それと同様の効果をもつ措置を採ることができるのは,公 共の利益に関する場





当初,MAI交渉は ウルグアイ ・ラウン ドで なされる予定であった。 しか
し,MAIの内容が投資受入国の主権 を著 しく制限するものであるため,途 上




交渉の期限は2年 後の1997年5月に定め られたが,そ れは交渉妥結に対する
OECDの自信 を表わ した ものである。 しか し,期 限 までに交渉 は完了せずそ
の後 も継続 されたが,内 部対立が氷解 しなかったばか りか(251,1997年2月,
MAI草案が リークされると,欧 米のNGOや 市民団体からMAI反対運動が起
こった。 これらの民間団体が問うたのは,人 権,環 境等の国内的に達成すべき
政策圏標が投資自由化の諸原則に照らして,し かも国家以外の国際機関によっ
て判断されることが適切か,と いうことであった(小 寺2000,P.196)。そ して
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「MAIは国家 を統治す る主権 を企業 に与 え,選 挙 で選ばれた政府 を企業 の従順
な操 り人形 に し,社 会的,経 済的,そ して環境 に関する正義 を実現するわれわ
れの能力 を著 しく制 限す るものであ る」(Kobrin1998,P.98)とい う主張 が な
され,MAIの 正 当性が批判 された。 さらに,先 進 国 といえ ども投 資 自由化 を
最優先す るMA【 に耐え られるか とい う疑念が生 まれ,1998年2月,フ ランス
が交渉か らの撤退 を表明 した。 こうしてMAIは 挫折 した。
ヘ クシャー ・オ リー ン理論 によれば,財 の国際移動 と生産要素 の国際移動は
代替 的である とされ る。 しか し,効 用 に及ぼす効果の同一性 を根拠 に,在 外生
産 を意味する生産要素 の移動 と,財 ・サービスの国際交換 を,同 一次元で捉 え
ることはで きない。生 産 と交換 は根本的に異 なる。外 国の財 ・サー ビスの輸入
を 自由化す ることと比較 して,外 国企業の 自国内での生産活動その もの を自由
化す る ことは,よ り厳 しい制約 を国民経済 に課す。 ア メリカは,MAI交 渉 で
は,重 要な通商交渉 の慣例 に反 し,議 会 と事前協議 を行 わず,ま た,閣 僚級の
人物 を交渉 に送 り込 まず,そ のため,参 加国間で対立が生 じた ときも,政 治的
妥協 の道 を探 るこ とがで きなかった,と い う交渉戦術上の問題が あった として
も(Graharn2000,pp.15～20),MAIの挫折の原 因は,そ れが 国際社会が許容
しうる以上の高度な自由化の基準 を求めた ことにある。
1997年,MAI交渉 と歩調 を合 わせ,資 本取引の原則 自由化 に向けてIMF協
定の改定作業に着手する ことが合意 された。 しか しfそ の直後 にアジア通貨 危
機が発生 した ことと,MAI交 渉が失敗 した こ とに影響 され て,IMF協 定 の改
定作業 は中断 された。
これ らの ことは グローバ リゼー シ ョンの進展 と}そ れに伴 い 自由主義,多 角
主義 を地域や分野 を問わず普遍的 ルール として適用す ることの問題点 を浮 き彫
りに してい る。
資本主義の矛盾 を緩和す る試みで あるembeddedliberalismとは,「世界市
場 の流れか ら得 られ る利益 を損 な うこ とな しに,し か も国民社会の統合 を外か
らの掩 乱的 な影響 か ら守 るこ とので きる仕組 み」(山本1988,p.62)を構想す
ることであった。そ して,こ の 目的を実現す るために国際機関の果た した役割
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は大 きか った。 しか し,1970/80年代 の経済危機 の中でembeddedliberalism
は挫折 し,現 在で はneoliberalismが支配的 とな り,国 際機 関 もそれ を主導 し
ている。現 在のneoliberalismの下で は,財,サ ー ビス,そ してそれ以上 に資
本の取引量が飛躍的 に高 まった。世界市場 におけ るこれ らの流 れが生み出す利
益は大 きい ものであるが,同 時 に,資 本 自由化は,局 地的に発生 していた通貨
危機 を,新 興市場 か らウ ォール ・ス トリー トまで 巻 き込 んだ世界的現 象 に し
た。 そ してア ジア通貨危機 に対 するアメ リカの対応は,最 後の貸 し手機能 を国
際 的に組織 することが アメ リカに よってな される限 り,そ れは世 界経済の共 同
利害ではな くアメリカの私的利害 に基づ いた ものであることを明 らか にした。
資本主義の矛盾 を緩和す る計 画を構造化 した,embeddedliberalismとして
の戦後世 界経 済体制が解体 し,そ の作用が制限 されていた地域 や分野 に市場 メ
カニ ズムが浸透す るようになった ことが,グ ローバ リゼ ーシ ョンといわれる事
態 の内実であった。途上国の 自由化へ の収敏の結果,途 ヒ国に も先進国 と共通
の 自由主義 ルールが普遍的に適用 される ようになった。 しか し,途 上 国の 自由
化へ の収敏 は,先 進国 と途上 国へ 自由主義 ルール を普遍的に適用する ことを正
当化す る,両 者の生産力格差の縮小で はない。 また,自 由化の もつ意味は経済
分野 に よって異 なる。 ブ レ トンウ ッズ体制 の設計 者が喝破 した ように,財 ・
サー ビスの 自由移動 と資本の 自由移動の国民経済 に対 して もつ意味 は異なる。
また,直 接投資の 自山化 は貿易 自由化同様,国 民経済 に利益 を もた らす もので
ある として も,海 外の領h内 での生産活動であ る直接投 資を 自由化す るために
設け られた最恵国待遇,内 国民待 遇等 の諸原則は,貿 易 自由化の場合 よりも厳
しい制約 を国家主権 に課す。 この ような差異を考慮せず,同 質性 を前提 と した
うえで最 も有効 に機能す る 自由 セ義,多 角主義 を普遍的 ルー ルと して国際社 会
に適用す ることは,受 け入 れ られる こ とで は ない。20世紀 初頭 に生 じた,現
在 に匹敵す る世界 市場の流れ(zslを堰止 めたの は戦争 と恐慌で あった。 グローバ
リゼー ションを制御す る必要性 は共通に認識 されている とはいえ,そ のための
最 も強力 な 予段 にその役割 を委ね るわけにはいかない。戦後,自 由 セ義 を囲い
込 むembeddedliberalismが構想 された ように,現 在は,国 際機関や 国際 ルー
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ルの存在意義 を否定す るのではな く,上 述 の動 きとは反対 に,国 民経済の次元
で,多 角主義 の次元で,地 域 主義の次元 で,embeddedneoliberalismを構想す
ることが求め られている。
(注)
(1)一方 におけ る銀 行家,財 務 省,他 方 におけ る国務省,経 済協 力局(ECA)と い
う両 グルー プの対立 のため に,交 換性 回復 問題 に対す る アメ リカの立 場 はア ンビ
バ レン トな もの とな った。1950年,多角 的清 算協 定 の最 終 形態 と して,欧 州 決
済 同盟(EPU)が 成 立 した。EPUは 域 内協 力 に基づ く欧 州 規模 で の ドル節約 機
構 で あ り,西 欧諸 国 はEPUの 枠 内 で,通 貨 の 交換 性 回 復 に向 け て 共 同 行動 を
採 った。 そ れ は,1947年の ポ ン ドの 交換性 回復 が失 敗 した原 因の 一つ が イギ リ
スの単独 行動 にあ る とい う反省 に基づ い た もの であ る。 しか し,銀 行家,財 務 省
は,EPUを,早 期 の 交換 性 回 復 を妨 げ る障 害 とみ な した。つ ま り,EPUは,
個 々の 国が単独 で交換性 回復 を実 行 しよう として もそれ を妨 げ る もので あ り,し
たが って,為 替の 自由化 を遅 らせ る不適切 な政 策 を許容す る もの であ る,と 考 え
た。 これ に対 して,国 務 省,ECAは,交 換 性 回復 よ りも産 業 の 回復 と欧 州 協力
を重視 す る 立場 か ら,対 ドル差 別 を容 認 し,し たが って,国 際収 支制約 を防遇 す
るsoftcurrencyblockとしてのEPUの 意義 を認 め た。
交換 性 が認 め られ ない ため,振 替 可能 ポ ン ドと ドル との取 引 をロ ン ドン市場 で
行 うこ とはで きず,そ れ はチ ュー リ ッヒ等の海 外 市場 に独 占 され ていた。 この よ
うな状 況 に直面 した イギ リスは,早 急 に交換 性 を回復 す るため に,ア メ リカに借
款 を求 め た。 この提案 を したの は イ ングラ ン ド銀行 と大蔵 省であ るが,彼 らは,
対 米借 款 に支 え られ た早期 の交換性 回復が,国 際 金融 市場 と しての ロ ン ドンの地
位 を維 持 す る最 善 の 方 策 で あ る考 え た の で あ る。 ア メリ カの 銀 行 家 と財務 省
は,1920年代 に存在 した イギ リス との 金 融 同盟 を復活 で きる とい う理 由で,こ
の提 案 に賛成 したが,国 務 省 とECAは 新 たに設立 され るEPU内 の共 同行動 を妨
げ る とい う理 由で これ に反対 した。1952～53年に は,再 度 イギ リスか ら,早 期
の交換性 回復計 画が 示 され,財 務 省 は これ に賛成 す るが,1951年にECAを 受 け
継 い だ相 互安L全保 障 局 は反 対 した。 さ らに,EPU内 で 良好 な 国 際 収 支 状 況 に
あ った西 ドイ ツ,ベ ル ギー,オ ラ ンダか ら1953年に な され た交換 性 回復 要 求 に
対 して も,ア メリカは支持 を 与え なか っ た(Helleinerl994,pp.67～70)。
吻 所 得分配 の不 平等 に関 しては,次 の 一三つ の概念が 区別 され る。 第 一は,一 国内
の不平等 であ り,最 低所 得者 か ら最 高所得 者へ と順 に並べ た 人々の累積 百分率 と
これ らの人 々の所得 の累積 百分率か ら求 め られ る ジニ係 数 に よって示 され る。第
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二は,国 際的不平 等 であ り,各 国 の1人 当た り平均所 得の 国際 的格差 を示 した も
の であ る。 第三 は,世 界的不 平等 であ り,全 世 界の すべ ての個 人の 間の所 得 格差
を示 した もので あ る。 第二 の概 念 に基づ き,人 口規模 によ りウェ イ トを付 けて各
国の1人 当た りGDPを 国際 比較す るこ とに よって得 られ る国際 的 ジニ係数 を算
出す る と,そ れ は,1980年の0.54から1998年の0.50へと改 善 して い る。 しか
し,国 際的 ジニ係 数 に よっ ては所 得分 配 の国際的 不平 等の実態 を表わす ことはで
きない。 とい うの は,国 際的 ジニ係 数はすべ ての 中国 人,ア メリカ人等が それ ぞ
れの 国の 平均 的所得 を得 て いる ことを前提 と して お り,各 国 内の所得 分配 の不 平
等 を無視 してい るか らで あ る。所 得分配 の世 界的不 平等 を捉 える ために は,第 三
の概 念 に よ らねば な らない。 全世 界のすべ ての個 人の 間の所得格 差 を示 した 世界
的 ジニ係 数 は,1988年の0,fi3から1993年の0.66へと悪化 して い る。 また,世
界銀 行の研 究 は,貿 易 の 開放性 と所得 の 関係 を調べ,世 界 の人 口の 貧 困層40%
につ い ては貿易 の開放性 と所 得の 間 には負の相 関関係 が あるの に対 して,富 裕 層
60%につ い て は両 者は正 の 相 関関係 にあ り,し たが って,貿 易 の 開放 の 調 整 コ
ス トは もっぱ ら貧困層 に負 わ されて い る こ とを 示 して い る(FinancialTimes,
February252000)o
(3)J.S.ミルは 『経 済 学原 理』 第3編 第17章 「国際 貿 易」 に お いて,労 働 の節
約 に よる生 産力の 上昇 とい う外 国貿易 の 「直接 の経 済 的利益 」 とは区別 され る,
「間接 の経 済的利 益」 と して,第 ・に,市 場 の拡 大が よ り広 範 な分業 を可能 に し
生 産工 程 を改 善す る こ と,第 二 に,外 国 貿 易 の 開始 が 新 しい 商 品 を もた ら し,
人 々の欲望 と勤 勉 をか きたて,そ の地 に 一種 の産 業 革命 をもた らす ことを挙 げ た
後,そ の 重 要性 にお い て通 商の経 済 的利 益 を は るか に凌 駕 す る 「知 的道 徳 的 効
果」 として,い わ ゆる 「文明化作 用」 につ いて述べ て いる。J,S.ミ ルの 「外 国
貿 易の 知的道徳 的効 果」 が マ ル クスの 「資本 の 文明化 作用 」の プ ロ トタイプであ
る こ とを含 め,「文明化作 用」 の学 説 的研 究 につ い て は 吉信(1991)第7章,を
参照 。 また,マ ル クス は,「文明化」 が破壊 と残 虐 であ るこ とを繰 り返 し強 調 し
てお り,西 欧 中心 主義 史観 に立つ もの でない ことは吉信(1991)第7章,を は じ
め 多 くの研 究 に よって明 らかに されて いるが,植 村(2001)第2章はsさ らに,
一見 オ リエ ンタリズム と思 え るマ ル クスの イ ン ド論 の 目的が
tイ ギ リスの残虐 に
対す る 当時 の 博愛 セ義 的批 判 を批判 す る こ とにあ った こ とを明 らか に してい る。
なお,マ ル クス 『経 済学批 判要綱 』か らの 引 用 は,Marx(1976,1981)に拠 り,
Gr.と略 記 し,原 ペ ー ジを記す。
(4)1780/90年代 にお け る 配恵 的 関税 引下 げ交 渉 の最 大 の成 果 が,1786年に英仏
間で締 結 された イーデ ン条約 であ る。 イーデ ン条約 は,英 仏 間の輸 入制 限 と関税
を軽 減 し,も って密 輸 を減 ら し関税 収 入 を増加 す る こ と を 目的 と した もの で あ
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る。 イーデ ン条約 締結 後,イ ギ リス は,ポ ル トガ ル,ス ペ イ ン,ポ ー ラ ン ド,プ
ロ シア 等 と互恵 的 関税 引 下げ交 渉 を行 うが,イ ギ リスの 国 際競 争 力 に 対 す る脅
威,政 治 的 ・外 交 的理 由 に よ りいず れ も失 敗 す る。そ して,イ ー デ ン条 約 も
1793年の対仏 開 戦 とと もに廃 棄 され る。1815年の 平和 の 到 来以 降,穀 物法 が制
定 され るな ど,保 護 主義 の圧力 が 高 まる中で,イ ギ リ スの 自由化 政策 は遂 行 され
る。1820年代 には,バ ル ト海 諸 国 との 関係 で は木材 関税 が 改 正 され,フ ラ ンス
との 関係 で は絹 関税 が,ド イツ との 関係 に おい て も羊毛,麻 関 税 が 引 き ドげ ら
れ,互 恵体 制 の構築 が 進 め られた(吉 岡1968,p.386)。しか し,こ の 時期 の 自由
貿 易政策 は次 の ような限界 を もってい た。 互恵体 制 を諸外国 に強要す るため に,
イギ リス は,相 手国が最恵 国待遇 を与えない場合 には,当 該国か らの輸 入品 には
20%の付 加 関税 を課 す る権 限 を留 保 し,ま た,砂 糖,コ ー ヒー,ワ イ ン,火 酒
につ いて は高関税 を維 持す るこ とに よ り,関 税 交渉 力 を保持 した。 しか し,圧 恵
的 関税 引 下げ にお いて,リ クエ ス トとオフ ァー は必 ず しも 致 せず1関 税 交渉 力
も効 果 を発揮 しえなか った。例 えば,1836年,イギ リス は,自 国 の繊 維 の 関税
引 ドげ と交換 に木材の 関税 を引 き下 げ るこ とをプ ロシアに提 案す るが,プ ロ シア
は穀物 法 の廃止 を 要求 した(1{f岡1968,P・357,Irwin/993,p.94)。
樹 「イギ リスへ の 関税 引 ドを留 保 しつ つ,そ れ を取 引材 料 と して協 定 関税 を取 極
める とい う当時 の フ ランスの政策が,条 件付 条項 に結 びつか ず無 条件 条項 に結 び
つ いた のは,フ ラ ンスの政 策遂行 者た ちは関税 引 ドそれ 自体 が 自国に とって利益
であ る と考 えてお り,そ れ を留保 す るのは相手 国の 関税 引 下 を導 き出す ためで あ
り,個 々の 国家 に対 して は ・回限 りの取 引材料 と考 えて いたか らであ る。 事実,
フラ ンスが後 の条約 で新 た に加 えた関税 引 ドは,そ れ以 前に締結 され た条約の相
手国 に無条 件最 恵 国条 項 の効 果 と して,無 償 で か つ 自動 的 に均 宿 され たの で あ
る」(佐分1975,p.104)。
(6>第24条の 起源 につ いて述 べ てお こ う。 国際貿 易機 関 憲 章(ITO憲章)の 交 渉
の 当初か ら,ア メリカは特 恵 協定 には反対 して いたが,無 差別 ・多角 主義 に基 づ
く貿 易拡 大へ の ステ ップ とな るとい う理 由で関税 同盟 に賛成 してい た。 ア メリカ
の 考 えは,欧 州 諸 国 と りわけ フラ ンス と設 凱が 予定 されてい たベ ネル クス関税 同
盟の構 成 国か ら強 く支持 された、,他方,ア メ リカの提案 は,rl由貿 易地域 と中 間
協 定 には1"7及して いなか った。 しか し,関 税 同盟の構 成国が 直 ちに域 内 自由化 を
実 現 し共通対外 通 商政策 を実施す る こ とはで きない こ とか ら,中 間協 定の必 要性
がGATrの 事前 交渉 の過 程 で認 め られ た。 また,ハ バナ で の 国連 貿 易 雇 用 会議
(1947年11月～1948年3月)の 最後 に開催 され た第1回GATT締 約 国 会議 で,
自由貿 易地域 も認 知 され た。 共通対外 通商政 策 を実施 しない 自由貿 易地域 は,途
f個に よ り適 した経 済統 合の形 態で ある とい う提 案 が レバ ノン,シ リアか らな さ
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れ,特 恵 の 合法化 を求め る途 ヒ国の要 求 を抑 えるため に,こ の提案 が受 け入 れ ら
れた(WTO1995,pp.7～8)。
の 「対 外共通 関税 は全体 と して,統 合 以 前 に各構 成 国 で適 用 され て い た関税 の全
般 的水 準 よ り高度 であ っ ては な らな い」(第24条5項(a))と い う要件 の 「全体
と して」(onthewhole)とい う言葉に よって,関 税 同盟 の 形成 に よ り貿易 制 限
が 高 まるか 否かの判 断 は,個 々の 対外 共通 間税 ではな く,同 盟 の対外 共通 関税全
体 に 関 して な され るで きあ るこ とが,1946年の準備 会議 にお い て述べ られ て い
る。 また,「関税 の全般 的水準」(thegeneralincidenceoftheduties)とい う言
葉は,全 体 としての 関税 水 準 を測 定す る際,関 税 の算 術平均 に よるの では な くa
貿 易量 も考慮 に人れ た 柔軟 な測定 を許容 す るため に,一般 協定原 案の 「関税 の平
均水 準」(theaveragelevelofthedines)とい う言葉 に替 わ って採 用 された(津
久 井1993,p.667,内田1959,p、621)。5項の要 件 はt関 税 同 盟 の形 成 に よ り成
立 した対外 共通 関税の 全体 と して の貿易制 限効 果が,統 合 以前の 各構 成 国の 関税
の全体 としての貿 易制 限効 果 をk回 るか 否か を問題 に してい るf.aそこで,統 合 以
前の 各構 成 国 の 関税 につ い て,そ して,関 税 同 盟形 成 後 の 短外 共通 関税 につ い
て,何 らか の平均 を求 め,そ れ らをそれ ぞれ統合 以 前 と統 合後の 関税 の全体 と し
ての貿 易制 限効 果の指標 とす る こ とが考 え られ る。 しか し,そ れ には次 の よ うな
問題が あ る。
(]1全体 と して,統 合以前 の各構成 国 の関税 の 全般 的水 準 をr回 らない水準 に
対 外 共通関税 を設定す る方法 と して次 の=つ が 考え られ るが,ど ちらを採 用すべ
きか。④ 各国の 間税 率 表か らその平均 を計算 しY各 国 の 平均 関税 水準 の 平均 を求
め,そ れ を対外 共通 関税 の指標 と し,全 体 と してその水 準 を超 えない よ うに 各財
の対外 共通関税 を定め る。② 各財 ご とに構成 国全 体 を通 じた関税 の 平均 を求め,
各財 ご との 平均 関税f¥の平 均 を,対 外 共通 関税 全体 の水準 とし,全 体 としてそ れ
を超 えない ように各財 の対 外共通 関税 を設定 す る。
(2>貿易量 をウェ イ トとした,各 財 の関税 の加重'F均を求 める こ とが で きる。
これ を全体 と しての関税 の貿易制 限効 果の指標 とす るため には,ウ ェイ トであ る
貿 易量 が関税 か ら独 立で なけれ ば な らないが,そ れは 関税 の 関数で あ る。
陶 あ る財 が 無税 で,他 の 財 の関税 が50%で あ る とき,算 術平 均 を用 いる と
す る と,25%を 一国 の全 体 と して の 関税 の 貿 易制 限 効 果の指 標 とす る こ とが で
きるか。 この算 定 方法 で は,貿 易 制限 効果 を もた ない ゼ ロ%の 関税 とそ れ を もつ
50%の関税 が 同等 に取 り扱 われて い る。
(4)=つの財 の 関税 が ともに10%で あるが,・ 方の10%の 関税 は輸人 を制 限
し国内産 業を保 護 す る機 能 を果 た して い るがr他 方の10%の 関 税 は輸 入 にほ と
ん ど影響 を及 ぼ さない,言 い換 えれ ば,前 者は保 護関税 で あ り後 者は財政 関税 で
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あ る と き,機 能 の異 なる関税 を同列 に置 き,算 術 平均 を用 い る として丁 関税 の平
均水 準 を10%と す る ことが で きるか。
(5)10%の関税 で輸入 を十分 に排 除 で きる に もか か わ らず50%の 関税 を課 し
てい る場合,貿 易制 限効 果 の指標 と しての 関税 率 は10%が 適 切 か,50%が 適切
か 。
(6)複数 国 間の 関税 を どうの よ うに して平 均 化す るか。 加 重平 均 す る場 合,
ウ ェイ トとして何 を用 い るか。実際 の輸 入量か,無 税 の場 合 の潜 在 的輸 入量 か,
GDPの ような経 済規模 か(Dam1963,pp.619～621)。
対外 共通 関税 一つ 設定す る に して も考慮 すべ き事項 は これほ どあ る。 しか し,
この ようなこ とにはお構 い な しに,EECは,各 加 盟 国が1957年1月 にそ の財 に
課 してい た関税 を算術 平均 した もの をその財 の共通 関税 とし,こ れ と各 国の関税
の差 を次 第に縮小 して い き,1968年に各国の 関税 を共 通関税 に 一本化 した。
「関税 その他 の制 限的通商 規則 を構 成 地域 間 の実 質r__すべ て の貿 易 につ いて廃
止す る こ と」(同条8項(a)(D)とい う経 済統 合 の もう 一つ の要件 につ いて は,
次 の問題 点が指摘 され てい る。
(1)「実質.hすべ ての貿 易」(substantiallyalltrade)とは貿 易全体 の何%か 。
(2}80%が 「実 質 ヒすべ ての貿 易 」で あ る と した場 合(ロ ーマ 条 約 の 審査 の
際,EECは こ う主張 した),全 貿 易の80%に つ い て域 内 関税 が 撤 廃 され れ ば よ
い の か,す べ て の 貿 易 につ い て域 内 関 税 を80%軽 減 す れ ば よ い の か(Dam
1963,p.622)o
(8>地域 経 済統 合 に関 す るGATTの 「寛 容 な」態 度 につ い て,ダ ム と ヒュデ ッ ク
は全 く異 な る評 価 を与・え てい る。viner(1950>を噛矢 とす る関税 同 盟の 理論 的
分析 は,経 済統 合 は域 内 自由化 を実現 す る点 で 自由貿 易 に接 近す るが,域 外 差 別
を生 む点 で 自由貿 易か ら遠 ざかる こ とを教 える。 この よ うな理論 的分析 を基礎 に
もたず,経 済統合 が 自由貿 易へ の一方 的接近 とはな らない こ とを理解 しえ ないが
故 に,第24条 は様 々の曖 昧 さを含 む こ とにな り,地 域 協 定 の審査 におい て も,
世界全体 の資源配 分の効 率性 では な く,特 定の域外 国が不 利 な影響 を受 け るか ど
うか とい う観点 か ら議論 が な され た(Dam1963)、,この ように主張 す る ダム に対
して ヒュデ ックの評価 は次 の よ うに大 き く異 な る。地域 協 定 に対 す るGATrの
奇 妙 な態 度の基礎 には多角 主義の成功 が ある。GATTが差別 を望 ま しい もの に し
たので は ない。GATTが無差 別原則 を最上位 に置 くこ とは言 うまで もない。 しか
しGATrは 差 別主 義 を チ見可 能,制 御 可能 な もの にす る こ とに よ り,そ の 破壊
的性 質 を取 り除い た。 この こ とが 多 くの受 入 可能 な差 別 主義 を助 長 した(Hudec
1993,pp.154-155)o
(9)「市 場 ア クセ ス」 とはGATSに 固有の 規 定で あ る。 サ ー ビス貿 易 の形態 で 最 も
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大 きな割 合 を占め るの は,サ ー ビス供給 者が,需 要 者の所 在す る国 に拠 点 を設置
してサ ー ビス を供 給 す る とい う形 態で あ る。 その際,当 該 サ ー ビスの国内供 給者
と海外供給 者が 同一 の政府 規制 に服 す る限 り,内 国民 待遇 の 原則 には反 しない。
しかい し,関 税 と異 な りサ ー ビスに対す る規制 は 多様 な内容 を有 してお り,規 制
の存在 そ の ものが サ ー ビス 貿易 の 自由化 を妨 げ るが,か とい って,規 制 の 撤 廃
は,環 境 や安全 に関す る重 大 な問 題 を生 む恐 れが ある。そ こで,規 制 を 「量 的規
制措 置(事 業 者数 の制 限等)」 と 「質 的規制 措置(事 業 者が守 るべ き基準)」 とに
分 けた。 質的規 制措 置 は国内規制 に関す る第6条 に委 ね られ,合 理的,客 観 的,
公 平な方 法 よる限6),それ を実施 す る こ とが で きる。 他 方,量 的 規制 措 置 は第
16条 「市場 ア クセ ス」 で規定 され る。第16条 は,加 盟 国が 市場 ア クセ ス に関す
る約 束 を行 った分 野 に おい て は,別 段 の 定 め を しな い限 り,数 量制 限,形 態 制
限,外 資 制限 を採 っては な らない とい う義務 を課 してい る。 また,撤 廃 を留保 し
た規 制 も交渉で徐 々に撤廃 され る こ とが 意図 され てい る。
鋤embeddedliberalismとい う言葉 は,『大転換 』 にお け るポ ラニーの議論 に由来
す る。 なお,embeddedliberalismは「埋 め込 まれ た 自由 主義」 と訳 され る こと
が多 いが,本 稿 で は原 語で 用い る。
(ll)両者 の資本規 制案 は,ケ インズ案 で は,第7条 資本移 動 の統 制fに お い て,ホ
ワイ ト案 では,7加 盟 諸国 の政策(4),に お いて述べ られ てい る。
働 ア メ リカが構造 的権 力 を行使す る場 と して の開放 的国際 金融秩序 の淵源 はユ ー
ロ市場 にあ る。 ユ ー ロ市場 は英米 両 国の 利 害 に 支 え られ て 発展 した。 イギ リス
は,国 際 金融市場 としての 地位 を回復す るた めに 早急 にポ ン ドの 交換 性 を回復 す
る ことを望ん だが,ポ ン ドの交換性 を回復 して も,国 際収 支危機 の ため にス ター
リング地域 以外へ の ポ ン ドの貸 出 を制 限せ ざる をえなか った。 ポ ン ドに よる国際
金 融業務 を制 限 され た銀行 は,非 居 住者 ドル預 金 を貸 し出す こ とに よ り,資 本規
制 に制 約 され る こ とな く,国 際金 融業 務 を維 持 す る こ とが で きた。ユ ー ロ市 場
は,経 済 力が低 ドしてい る中で国際 金融 市場 と しての地位 を復興 す る とい う イギ
リスの諜 題 を解 決す る 手段 であ った。 また,ア メリカにお い て も,銀 行 は,ド ル
の 国際取 引の場 をロ ン ドンに移す ことに よって,資 本規制 に よる制約 を回避 す る
こ とが で きた。個 別資 本 に とっては,経 済活動 に対す る制約 を回避す る手段 と し
て 意味 を もつユ ー ロ市場 は,国 家 的見地 か らは,金 利 規制 や雌備 率規 制が課 され
ない こ とか ら生 まれ るその 魅力 に よ り,非 居住 者 に よる ドル保 有 を促 し,ア メ リ
カが 対外赤 字の 調整 を回避 す るこ とを助 けて い る。ユ ー ロ市 場 は,非 居住 者に よ
る ドル保有 を促進 しsア メ リカの 対外赤 字 を フ ァイナ ンスす る とい う目的 を,交
渉 で は な く市場 メカニ ズム に よって 果 た して い るの で あ り}こ れ は,1970/80
年代 以 降 さ らに 重要性 を増 す構 造 的権 力の原型 で あ る。ユ ー ロ市 場が この ような
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機能 を有す るが故 に,ア メ リカは,そ の規制 に反対 し,あ るい はそのた めの積極
的 な行動 を執 らなか った。
(]3)ラギ ーは,embeddedliberalismのもう 一つの柱 と して,自 由貿 易 を原則 とし
なが ら,既 存 の特 恵や経 済統 合 を認 め,ま た,国 内的安 定の ため に様 々の例外 規
定 を設 けて いる とい うGATr体 制 の折 衷 的性 格 を挙 げ るが,現 在 の グロー バ リ
ゼ ー シ ョンを捉 え る こ とを 目的 とす る本 節 で は,途 上 国 との 関係 でGATT体 制
を考察す る。
(14)第18条は途 上国の経済発 展 の 要求 とGAJT上 の義 務 との 関係 を示 した もので
あ り,途r国 は幼稚 産業保 護 の た め に関税 譲 許 を修 正 ・撤 回 で きる こ と(同 条
A),あるい は輸 入制 限 を実 施 しうる こ と(同 条C),ま た,国 際収 支擁 護 の ため
に輸入 制限 を採 りうる こ と(同 条B)を 規定 して いる。 しか し,途 上国 に よる こ
れ らの措 置 の発動 は極 め て稀 で あ るC,A,Cに関 して は と もに2000年6月 まで
に9件 で あ り,Bに 関 して は,1974年か ら96年 まで に24力 国 に よって 少 な く
と も1度 発 動 され て い る(Hoekman,Kostecki2001,p.307)。これ らの 措 置 の
発 動件 数が 少 ないのは,締 約国 との 事前 また は事 後 の同意 を必要 と し,か つ 条件
が複雑 で厳格 なため 利用 しづ らい ことに よ る。 その ため,途 上 国 は第12条 の 国
際収 支の擁 護 の ための 数量 制 限措 置 を援 用 した(佐 分1983,p.39)。第18条 の
ほか に,途 一r.国に 関す るGATTの 規定 としては,政 府 間商 品協 定 に 関す る第20
条(h)と,関 税 交渉 にお いては,産 業保 護iのため にあ るい は歳 入Lの 目的の た
めに関税 を維持 しな ければ な らない途L国 の必 要性 に 考慮 を払 うべ きことを定 め
た第28条 の2,3項 があ るが,こ れ らはいず れ も付 随的 な もの に留 まる。
(15)GATT第4部の法 的規 定 と しての 不 ト分 さにつ いて は,柳1998(};)p.71を
参 照。
⑯ ケ ネデ ィ ・ラウ ン ドに対す る途 上国の不満 は次 の点 にあ る。途 上 国の要求 は,
先進国が,途r国 に固有の産 品で ある熱帯 産品 に対す る関税,非 関税 障壁 を撤廃
す る こ と,特 定 の熱帯 産品 につ い ては 商品協 定 に よ り価格 の安 定 と需 要の拡大 を
保障す る こ と,1業 製 品 に対 して は特 恵が 与 え られ る こと,で あ った。 しか し,
熱 帯産 品の有税 品 目の うち関税 引rげ の対 象 となっ たの は4割 に留 ま り,そ の3
分の2は50%未 満 の 引 ドげで あ った。 また,商 品協定 につ いて は ほ とん ど進 展
が なか った。 関税引 ドげ につ いて は,引 下げ幅 その ものが途L国 よ りも先進 国 に
有利で あ った(全 体 では36%の 関税 引Fげ が実 現 されたが,途 上 国の 関心 品 目
につ いて は20%で あ り}製 品 ・半製 品の関税 引下 げ幅 は先 進 国 につ い ては38%
であ った の に対 し7途L国 につ い ては28%で あ っ た)だ けで な く,一般 的 な関
税引 下げ は競争}一劣位 にあ る途L国 に とって益 す る ところは少 な く,む しろ将 来
獲 得す る特 恵 マ ー ジ ンを小 さ くさえ す る もの で あ っ た(大 蔵 省 関税 局1967,
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p.60)p
O7)途h国 に対す る特恵 には,先 進 国が 途上 国 に供与 す る特 恵 と}途h国 閥 の特 恵
協 定 とい う 二つ の形態 が ある。 さらに前者 には,原 則 として途上 国の すべ ての関
心 品 目を対 象 とす る一一般特 恵 と,品 目別 ・国別の選択 的特 恵が あ る。GATrで最
初 に議 論 され た の は,1963年の 閣僚 会議 で のベ ルギ ー代 表 ブ ラ ッス ー ルの 提 案
に よる選択 的特 恵 で あ る。 ブ ラ ッスー ル案 は,途 上 国 の 工 業 製 品 に対 す る選択
的 ・暫 定的 ・逓減 的特恵 で ある。す な わち,途 上国 の産業 の競 争力,市 場 撹乱 の
りス クを検討 し,特 恵 の水準,継 続期 間,逓 減率 につ いて 二国間 で交渉す る とい
う もの であ る。 ブ ラ ッスー ル案 は,イ ギ リスの 支持 す る 一般 特 恵 が 導 入 され る
と,既 存 の特 恵 の価 値 が低 減 す る こ とを恐 れ るEEC委 員 会,フ ラ ンス,ア フ リ
カのEEC連 携 諸 国 に よって 支持 され たが,ア メ リカの反対 に よって採 用 され な
か った(Dam1974,pp,247--248,大竹2000,p.78)。
(1$)アメ リ カがGSPに 賛 成 した狙 い は,自 らGSPに 加 わ る こ とに よ り,ECの 地
中 海諸 国お よび アフ リカ諸 国 に対 す る特 恵政 策Yと りわ け これ ら諸 国がECか ら
享受 す る特 恵の 見返 りにECに 供 与す る 「逆特 恵」 を放棄 させ る こ とであ った。
ア メリカは逆特 恵 の廃 止 には成功 したが,ECが 与えて い る特 恵 を廃 止 す る こ と
はで きなか った(Hudec1987,訳p.69,大竹200⑪(1)pp.74～78)。
(19)般的最恵 国待遇 の 原則 に もか か わ らず,GSPを 実 施す る こ とを 正当化 す る
法的枠組 を整備 す る方法 と して,① 第30条 に基づ きGATTを 改 正す る,② 第25
条 に よ り義務 免除 を行 う}③ 般 的最恵 国待 遇 に もかか わ らず,… 時 的 に特 恵 を
認め る旨の締約 国 団の宣言 を採択 す る,の 一三つが 考 え られたが,結 局② が採 用 さ
れた。 これ は,最 恵 国待遇 を基本 原則 と し,特 恵 を例外 的な暫定 措置 に封 じ込め
る もの であ り,途h国 の 要求 とはか け離 れ ていたC,
⑳ 卒業措 置の問 題点 は,先 進 国 は途 ヒ国の卒 業認定 を行 う権限 を もたない に もか
か わ らず独 自の卒 業基 準 を設定 して いる こ とであ るC,さらにそれ 以上 に問題 なの
は}各 国 の 卒業基準 その ものは国 際機関 の統計 に依拠 した もので あ る とい う点 で
客観性 を もつが,先 進 国 に よる卒業 措置 の発動 は,必 ず しもその 基準 に基づ いて
行 われて い ない こ とで あ る、,1988年,アメリカがNIEsに対 し卒業措 置 を発 動 し
た際 もそ うであ った(深 海1990,p.192,大竹2001(3)p.84～85)。
⑳ この よ うな理解 の…例 と してハ ーバ ラーが 挙 げ られ る。 「特 恵 制 度の経 済 的 利
益 は,明 らかに,そ れが他 の方 法で は達成 され得 ない ような関税 水 準の 引 下げ を
もた らす点 にのみ あ り得 る。特 恵 は関税障壁 に一・つの破 れ 目を馨つ 手段 であ る。
そ して この部 分的 関税 引 ドげ もまた,原 理 的 には 般 的関税 引 ドげ と同等 の仕 方
で 判断 さるべ きで あ る。す なわち国際 分 業の拡大 及 び社 会生 産物 の増 加 の手段 と
して判 断 さるべ きであ る。 ……特 恵 国か らの輸 入に対 しての低 い特恵 関税 の導 入
126商 経 論 叢 第37巻 第2号
と一般的 関税 引下 げ との間 には,何 等の質 的相違 も存在せ ず,単 に量的相 違が あ
るだ けであ る。部 分 的関税 引下げ は,そ れが全 く行わ れ ない よ りは ましで ある」
(Haberler1933,訳下巻p.626)。
(22)グリー ンルー ム会合 は,GATT時代 の遺 産 であ る。GATr体制 で は,締 約 国の
合意形 成 に有効 であ ったグ リー ンルー ム会 合 が,WTO体 制 で は機能 しな くな っ
たこ とも,両 体制 の位相 の相違 を示す もので あ る。GATT体制で は コ ンセ ンサ ス
方式 が採用 され,反 対が な ければ コ ンセ ンサ スが成 立 した とされ,コ ンセ ンサ ス
へ の到 達 は,次 の事 情 か らS比 較 的容 易 で あ っ た。先 進 国 は途 上 国 のGATTへ
の完 全 な参 加 を求めず,途 上 国 も交 渉の進行 を阻止す る ことを しなか った。交 渉
の合意 内容 が途.ヒ国 に要求す る ところ は少 な く,途 上 国 は最 恵国待遇 によって,
先 進 国の 譲 許 に よる利 益 を均 露 され るか らで あ る。 これ に対 してWTO体 制 で
は,途 上国 はフ リー ライ ダーで いる こ とはで きず,し か も,一 括受諾 方式 に よ り
すべ ての協 定に参加 しなけれ ばな らない。 この こ とは,必 ず しも容 易で はない,
貿易 制 限や 国 内の規 制 の改 革 に 向け ての実 質 的 な コ ミ ッ トメ ン トを要 求 す る た
め,途 上 国は先進 国 間の合 意 内容 に対 して傍 観者 でい る ことはで きず,コ ンセ ン
サ スの形 成が困難 となる。
(23JMAI草稿 は谷 岡 ・大 久保(1998)に訳 出 され て い る。 またMAIの 内容 につ い
て は,Graham2000,Chapter2を参照。
憐 本文 で触 れ なか ったMAIの 内容 につ い て説 明 してお こ う。投 資 自由化 の た め
の五つ の主要義 務 は次の 内容 で ある。
(1)内国民待 遇。 各締約 国 は,他 の締約 国の投 資家 お よび投 資 に対 して,参 入
前,参 入後 に関 し,自 国 の投 資 家お よび投 資 に与 えてい るの と同等 の待遇 を与 え
ね ばな らない。
(2)最恵 国待 遇 。各締約 国 は,他 の締 約 国の投 資 家お よび投 資に対 して,参 入
前,参 入後 に関 し,そ の他 の締 約国 また は非 締約 国の投 資家お よび投資 に対 して
与えて いるの と同等の待 遇 を与 えなけれ ばな らない。
(3)透明性 。 各締約 国 は,外 国投 資 に適 用 され る法令,規 制,そ の他 の政 策 を
公表 しなけれ ばな らない。
(4)パフ ォーマ ンス要求。 パ フ ォーマ ンス要求 とは,国 民 的 目標 を達 成す るた
め に外 国投 資 お よび投 資家 に課 され る義務 の こ とで ある。例 えば,投 資受 入国政
府 が生 産の一 定割合 を輸 出す るこ とを多 国籍企業 の子 会社 に義務付 け る と,輸 出
増 進 とい う国家的 目標 は達 成 され るが,そ の輸 出が,よ り低廉 に生 産 された財の
輸 出に代 替 した ものであ る な らば,世 界全体 の厚 生 を低 下 させ る。 この ようにパ
フ ォー マ ンス要 求 は資 源 配分 を撹 乱す る可能性 が あ る こ とか ら,MAIは,締 約
国 お よび非締 約 国の投 資 に対 して,パ フ ォーマ ンス要求 を課す こ とを禁止 して い
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る。パ フ ォーマ ンス要 求の禁 止 はTRIMsにも見 られ るが ,TRIMsでは ロー カル
コ ンテ ン ト要求,輸 出入均 衡要 求,為 替制 限 を通 じた貿 易制 限措置 お よび輸 出制
限が 禁止 され る に留 ま る が,MAIで は次 の よ う な広 範 な事 項 が 禁 止 され る パ
フ ォーマ ンス要 求 と して挙 げ られ る。 輸 出パ フ ォーマ ンス要求 ,ロ ー カル コ ンテ
ン ト要求,輸 出入均衡 要求,技 術 移転 要求,特 定地域 また は世 界市場 の ための本
部 を 自国内 に置 くこ と,財 ・サ ー ビス を排 他 的 に 自国領域 か ら特 定地域 また は世
界 市場 に供 給す るこ と,現 地 の 人 々あ るい は投 資受 入国 の国民 を…定水準 雇用 す
る こ と,現 地資 本参加 の合弁 企業 を設 立す るこ と,最 低水準 の 国内資本 の参加 を
達成 す る こと。
(5)投資 イ ンセ ンテ ィブ。 立地条件 の劣 る国が イ ンセ ンテ ィブを提 供 して外 国
投 資 を誘引 す る と世界全 体の厚 生 は低 下す る。 また,イ ンセ ンテ ィブ を提供 せず
と も国際投 資 を引 き付 け る最適 立地 条件 の国が,他 国 が イ ンセ ンテ ィブを提 供す
るか も しれ ない とい う恐 れか らイ ンセ ンテ ィブを提 供す る と,提 供 され た イ ンセ
ンテ ィブ は,そ れ を補償す る利益 を生 まない納 税 者か ら外 国投 資家へ の不必 要 な
移転 とな る。 したが って,ど の 国 も投 資 イ ンセ ンテ ィブを提 供 しない こ とが最 善
の結 果 を もた らすが,そ うは な らない。投 資 インセ ンテ ィブは 「囚 人のデ ィ レン
マ」 を盈 み 出す 。そ こで は,ど の 国 も投 資 インセ ンテ ィブ を提供 しない こ とが厚
生 を最大化 す るが,自 国が イ ンセ ンテ ィブ を提供 し相 手国 が イ ンセ ンテ ィブ を提
供 しない場 合 に は,相 手 国の犠 牲 に よ り自国 は厚 生 を高 め る こ とが で き,し た
が って,ど の 国 もイ ンセ ンテ ィブ を提 供す る ようにな りr世 界全体 の厚 生は大 き
く低Fす る。 これ を解決 す る方法 は,イ ンセ ンティブ を提 供 しない とい う合意 を
形成す るこ とで ある。 しか し,交 渉 で は,連 邦制 度 を採 るカナ ダ,ア メ リカ,ド
イツが投 資 インセ ンテ ィブ につ いて議 論す るこ とを望 まず,こ の問題 につ いて 合
意に至 らなか った。 これ ら諸 国が議論 を回避 した のは,カ ナ ダで は,中 央 政府 は
州 政府 の財政支 出に対 して権 限を もたずfし たが って,投 資 イ ンセ ンテ ィブの多
角 的規律 に よ り州政府 を拘 束す る こ とがで きずsア メ リカで は,中 央 政府 は州政
府 に対 して この ような権 限 を有す るが それ を行使 す る こ とを望 まなか った,と い
う事情 に よる。
0は 多 くの例 外 を認め て い る。 第VI条で は…・般 的例 外 と …時的 セ ー フ ガー
ドが,第IX条 で は国別留 保が容 認 され てい る。 一時 的セー フガー ドが… 時的 に適
用 され る もの であ る の に対 して,一 般 的例 外 に は時 間 的 制 限 は課 され な い。 ま
た,各 国別 例外 がMAI加 入時 に交 渉 され る もので あ るの に対 して,般 的 例外
と一 時 的セ ー フ ガー ドは,MAI加 入 と同時 にす べ ての締 約 国 に適 用 され る,あ
るい は利用 可能 とな る。
一般 的例外 は安全保 証 に関す る例外規 定 であ り
,締 約 国 は,安 全保 障 上不 可 欠
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な利益 を保護 す る ことが必 要 な場合 には,0の 義務 に反す る措 置 を採 る こ と
がで きる。 ただ し,そ れ は投 資保 護の 義務 には当 ては ま らない。 また,例 外 措置
は締約 国 を不 当に差 別す る ものであ って はな らない。 さらに,例 外 措置 が経済 的
理 由のみ に よる場 合,あ るいは保護 され る利益 に対 して均衡 を失 してい る場合 に
は,国 家対 国家 の紛 争解 決手続 に従 って審 査が な され る。
0時 的 セー フ ガー ドは,国 際収支 危機 あるい は国際 資本移動 に よる撹 乱 が生 じ
る場 合 には,締 約 国が,移 転 の義務(投 資に 関す るすべ ての 支払,移 転 が 自由 に
な され る よ うに しなけれ ばな らない こ と)や 内国民待 遇の義務 に反す る措 置 を採
るこ とを容認 した もので あ る。 これ に基 づい て採 られ る措置 は6ヵ 月 ご とに審査
を受 けね ばな らない。
国別留 保 は,MAIの 最 も重要 な例 外 規定 で あ る。各 国が提 出 した例 外 リス ト
は公表 されて い ないが,MAIの 義 務 と整 合 しない,交 渉参 加 国 の既 存 の す べ て
の法令 や政 策が含 まれ,そ れ は 千ペ ー ジに も及 ぶ とい われ る。 しか しt国 別留 保
は交渉 事項 で あ るが,そ の 交渉 が 実際 には行 わ れ なか った こ とが,MAI交 渉 を
遅滞 させ た一一つ の理 由であ る。
㈲MAIを 挫 折 させ た 交 渉 参 加 国 間 の 主 要 な 対 立 は 次 の 三点 で あ る。第 一・
は,1996年に 制 定 され た ア メ リ カの キ ュ 一ーバ 自由 連 帯 法(通 称,ヘ ル ム ス ・
バー トン法)を 巡 る対 立 であ る。 ヘ ルム ス ・バー トン法 は,キ ューバが接 収 した
米国系 企業 の資産 に対 して請求権 を もつ 人 に,そ の ような資産 を取 引 した当事者
(非米 国系 企業 を含 む)を 訴 え る権 利 を 与えてい る。 また,同 法 に よ り,そ の よ
うな資産 を取 り引 き した非 米国人 を米国か ら排 斥 す るこ とがで きる。 この ような
ヘ ル ム ス ・バ ー トン法 はMA【 の無 差別 原則 に反す る もの であ り,こ れ にEUが
強 く反発 した。
第 二の対 立 は,地 域経 済統 合組織(RIEOs)の最恵 国待遇 か らの包括 的離脱 と
い うEUの 主張 か ら生 じた。 それ は,地 域統 合 の構 成 国は,域 内の相 互投 資 に 対
して は域外 か らの投 資 に対 す るよ りも有 利 な条件 を与 える ことが で きる,と い う
もので あ る。 これ に対す るア メ リカの姿 勢 は,最 恵 国待 遇か らの個 別的離 脱 は認
め られ るが,そ れ か らの包括 的離 脱 は認め られ ないrと い う ものであ った。
第 三 は,文 化 産 業 を例外 とす る こ とに 関す る もの で あ る。 カナ ダ,フ ラ ンス
は,文 化 的独 立を維 持す るた めに,放 送,出 版等 の文化 産業 を内国民待 遇か らの
…般 的例外 とす る ことを求め た。 これに対 して}ア メ リカは,文 化産業 の内 国民
待 遇 か らの例外 を,重 要性 の 一段 低 い国別留 保 と して認 め る,と い う立場 を取 っ
た。 しか し,国 別留保 とい う扱 いで は,内 国民待 遇 に反す る措 置 を新 た に導 入す
る こ とが で きな い た め,フ ラ ンス は こ れ に 承 服 し な か っ た(Graham2000,
PP.25-35}n
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圃 経常収支+資 本収支=0であることから,経常収一支額をもってネットの資本移
動額とすることができる。世界12力国の経索収支合計のGDP合計に対する比
率 を み る と,1990～96年 が2.3%で あ る の に 対 し て,1890～1913年 は
3.3°/a,1919～26年は3.1%で あ る(Obstfeld1998,p.12)。
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